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 1
第１章 はじめに  
 
１．１ 膨張コンクリート  
ひび割れ制御を目的としたコンクリート用膨張材は，これまでに 30 年以上の実
績を持っている．その間，膨張材のケミカルプレストレスによるひび割れ抑制を
期待した工場製品用途や，収縮補償を目的とした場所打ちコンクリート用途など
において，実施工面，学術面のいずれにおいても広く評価を得ている．  
膨張材に関する研究は，1960～ 1980 年代に精力的に行われ，1979 年には「膨張
コンクリート設計施工指針（案）」 1）が， 1993 年には「膨張コンクリート設計施
工指針」 2）がそれぞれ発刊された．近年では，土木構造物においては性能照査型
の設計が採り入れられたこと，また，建築構造物においては「住宅の品質確保の
促進などに関する法律」が制定されたことなどから，コンクリートのひび割れ制
御に対する関心が高まっている．そして，2003 年には日本コンクリート工学協会
主催の「膨張コンクリートによる構造物の高機能化／高耐久化に関するシンポジ
ウム」 3）が開催されるなど，膨張材の有用性について積極的に見直されている． 
 わが国で汎用的に使用されている膨張材は，コンクリートの硬化過程における
化学反応および反応生成物の違いにより，エトリンガイト系と石灰系の二種に大
別される．エトリンガイト系の膨張材は，カルシウムサルホアルミネート（アウ
イン），酸化カルシウムおよび無水石膏が水と反応して，針状結晶であるエトリン
ガイトを生成するのに対して，石灰系の膨張材は，酸化カルシウムが水と反応し
て六角板状の水酸化カルシウムを生成する．いずれの反応も，生成した結晶が，
空隙を作りながら成長することで，見かけの体積を増加させるものと考えられて
いる．近年では，エトリンガイトと水酸化カルシウムの両方の結晶成長を促し，
従来よりも少ない添加量で同等の膨張性能を得られるアウイン石灰複合系の膨張
材や，膨張材自身の水和発熱を利用して早期に脱型が可能な二次製品用の膨張材
など，個別のニーズに沿った膨張材が開発されている．  
 膨張コンクリートは，普通コンクリートに膨張材を混和したもので，セメント
の水和過程において化学的な膨張が付与される．この膨張による体積変化が鉄筋
などで拘束されると，コンクリート部分には圧縮力が導入され，コンクリートの
ひび割れ抵抗性を向上させる．膨張コンクリートは，膨張力の大きさにより，収
縮補償用コンクリートおよびケミカルプレストレス導入用コンクリートに大別さ
れる．収縮補償用コンクリートは，ケミカルプレストレスが乾燥収縮に起因する
引張応力を相殺あるいは低減させる程度の膨張力を有するコンクリートである．
一方，ケミカルプレストレス導入用コンクリートは，鉄筋に導入されたケミカル
プレストレインが，乾燥収縮などにより，その一部が打ち消されても残存するよ
うな膨張力を有するコンクリートである．しかし，同じ膨張性状を有していても，
鉄筋などの拘束の程度により，機能上，収縮補償用コンクリート，ケミカルプレ
ストレストコンクリートあるいは両者の機能を有するコンクリートとして挙動す
る．  
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１．２ 鉄筋コンクリート部材の設計形態  
 鉄筋コンクリート部材の設計方法は，限界状態設計法と許容応力度設計法の二
方法に大別されるが，昭和６１年の土木学会コンクリート標準示方書の改訂にお
いて，限界状態設計法が制定され、今日では性能照査の観点から限界状態設計法
が一般的となっている．  
許容応力度設計法は，構造物に通常の使用状態において発生する最大荷重（設
計荷重）により生じる材料（コンクリート，鉄筋等）の応力度が，各材料の強度
を所定の安全率で除して求めた許容応力度以下であることを確認することにより，
安全性の検討を行う方法である．この方法は，通常は各材料を弾性体と仮定して
おり，簡便で理解しやすいことから，長期にわたり採用されてきた．しかし，破
壊に対する安全性の検討を直接照査することができないこと，個々の荷重の変動
を考慮した設計を行うことができないことなどの欠点があり，性能照査を標準と
する今日の設計形態とはかけ離れたものとなっている．  
 限界状態設計法は，構造物がその状態に達すると破壊したり，また使用できな
くなる限界状態に対して，安全性の検討および照査を行う方法である．材料強度
から決まる断面耐力が，各限界状態の荷重条件から決まる断面力以上であること
を照査するものである．  
 昭和６１年の土木学会コンクリート標準示方書の改訂において採用された限界
状態設計法は，今日の性能照査型の設計に即したものである．関係する学協会に
おいても，許容応力度設計法から限界状態設計法への設計手法の移行が推し進め
られているが，完全に移行したわけではない．一部の学協会などでは，平成２１
年あるいは平成２３年を目処に移行するため，準備を始めている段階である．  
 
１．３ 本論文の目的  
許容応力度設計法の評価のポイントは，材料強度であり，膨張材の効果を直接
考慮することは困難であった．一方，限界状態設計法では，膨張材の効果を断面
耐力や断面応力度の算定に組み入れることができる．  
1993 年に発刊された土木学会「膨張コンクリート設計施工指針」2）には，膨張
コンクリートの効果を反映させる設計手法が記載されているが，設計手法が煩雑
であることに加えて，当時の計算技術では膨張コンクリートの効果を正確に反映
させることが困難であったことも否めない．昨今，コンピュータ技術の飛躍的な
進歩により，煩雑な計算をより短時間で処理でき，膨張材の効果を採り入れた計
算が可能となった．  
本論文では，膨張コンクリートの力学的挙動を，性能照査型の限界状態設計法
として設計に反映させることを目的として，仕事量一定則に基づき，ケミカルプ
レストレスおよびケミカルプレストレインをそれぞれ評価し，これを断面解析に
おける積層モデルに考慮する手法について提案する．また，膨張材の粒子レベル
から，仕事量一定則に対するアプローチを行い，ケミカルプレストレスを積極的
に活用できる膨張材の粒度について提示する．  
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１．４ ＣＰＣ部材の力学的特性に関する既往の研究  
 
（１）ＣＰＣ部材の力学的特性 
 膨張コンクリートは，その体積変化を鉄筋などの拘束体が拘束すると，膨張コ
ンクリートには圧縮応力であるケミカルプレストレスが，拘束体には引張ひずみ
であるケミカルプレストレインがそれぞれ生じて，力の釣合い条件を満足する．
そのため，膨張コンクリートのケミカルプレストレスを積極的に利用したＣＰＣ
部材は，鉄筋を主に配置した方向の主として軸方向にケミカルプレストレスが導
入され，ＲＣ部材と比較して，ひび割れ発生時の曲げモーメントが増加する．ま
た，ひび割れ発生後においては，鉄筋に導入されたケミカルプレストレインによ
って，ひび割れ幅を小さく制御できる．  
機械的なプレストレスと同様に，終局時のせん断耐力も向上するなどの報告 4），
5）， 6）， 7）がなされている．  
 
（２）ケミカルプレストレスおよびケミカルプレストレインに関する概念 
膨張コンクリートの膨張による体積変化は，コンクリートの配合，拘束条件，
養生条件および環境条件などにより多様に変化する．この体積変化の制御が，膨
張コンクリートを利用する上で最も大きなポイントとなる．  
膨張コンクリートのケミカルプレストレスおよびケミカルプレストレインの推
定方法の提案は，膨張コンクリートの利用に関する研究が精力的に行われた 1960
年代から行われたものが多い．代表的なものとして，①有効自由膨張量の概念 8），
②複合モデルの概念 9），③仕事量一定則の概念 1 0）などが挙げられる．  
有効自由膨張量の概念は，有効自由膨張ひずみと拘束ひずみとの差に有効な弾
性係数を乗じてケミカルプレストレスを推定する手法である．有効自由膨張ひず
みは，鉄筋比が 0.46％と 0.93％における膨張ひずみを測定し，これを直線近似し
て，鉄筋比が零となる位置に外挿した値と定義している．この考え方では，わず
かな拘束により消失する無効な膨張ひずみの存在を指摘している．  
複合モデルの概念は，膨張コンクリートを，膨張要素，圧縮および引張を受け
るコンクリート要素を並列あるいは直列に配置したモデルで表し，ひずみの適合
条件および力の釣合い条件からケミカルプレストレスを推定する手法である．  
有効自由膨張量の概念や複合モデルの概念は，有効な弾性係数やクリープ特性
を適切に与えることで，ケミカルプレストレスを推定することができる．しかし
ながら，有効な弾性係数やクリープ特性などには不明確な点が多いなどの課題が
ある．  
一方，仕事量一定則の概念は，「膨張コンクリートが拘束体に対してなす仕事量
は，拘束の程度にかかわらず一定である」としたもので，他の推定概念と異なり，
有効な弾性係数やクリープ係数を含まない唯一の方法である．コンクリートの弾
性係数やクリープ係数は，適切に測定あるいは算定することが困難であることが
多いため，これらを含まない仕事量一定則の概念は，有用な手法であるといえる．  
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（３）膨張コンクリートの設計 
 2002 年発刊のコンクリート標準示方書［施工編］ 11）には，膨張コンクリート
の章が付け加えられた．また，設計事項に関する詳細は，1993 年に発刊された「膨
張コンクリート設計施工指針」 2）に記載されている．  
 ＲＣ部材との大きな相違は，使用時のひび割れの検討である．一般にひび割れ
幅は，外力により生じた鋼材の引張ひずみに比例する．このとき，コンクリート
の乾燥収縮およびクリープによるひび割れ幅の増加を考慮するための数値 ε’c s と
して一般に 150×10- 6 を鋼材の引張ひずみに加えるが，膨張コンクリートの場合に
は，鋼材に作用したケミカルプレストレイン ε s p を差し引く．具体的には，収縮補
償を目的とした膨張コンクリートでは， ε s p の大きさを ε’c s と同じとして，簡便に
扱ってもよいとしている．また，ケミカルプレストレス導入用コンクリートでは，
ケミカルプレストレイン ε s p を適切な方法により算定し，差し引くものとしている． 
 
１．５ 本論文の構成  
 本論文は，性能照査型の設計に即した，膨張コンクリートを用いたＣＰＣ部材
の限界状態設計法を提案するものである．すなわち，膨張コンクリートによるＲ
Ｃ部材の機能の向上についてとりまとめ，膨張コンクリートの有用性について定
量的に検討したものである．本論文は，本章を含めて全７章で構成されている．
以下，各章の概要を記す．  
 
 第１章では，研究の背景について述べ，膨張コンクリートを取り巻く状況，Ｒ
Ｃ部材の設計手法についてとりまとめ，本論文の目的と構成について記す．  
 第２章では，膨張コンクリートの仕事量一定則に関する既往の研究について述
べ，実験結果を基に，鉄筋コンクリート部材に作用するケミカルプレストレイン
およびケミカルプレストレスの分布の算定方法を述べる．  
 第３章では，微視的観点から膨張材の粒度に着目し，膨張性能に及ぼす影響に
ついて検討したものである．膨張コンクリートを巨視的観点から見た仕事量一定
則の概念を，膨張材の粒子レベルからのアプローチにより考察を加える．  
 第４章では，限界状態設計法における積層モデルについて述べ，第２章で得ら
れたケミカルプレストレイン分布を出発点とした膨張コンクリートの終局限界に
おける安全性の照査手法についてまとめた．  
 第５章では，膨張コンクリートによるひび割れ幅の制御について，使用時の照
査であるひび割れ幅との関係について述べる．  
 第６章は，提案した膨張コンクリートの設計手法を用いて，ボックスカルバー
トの設計手順を述べる．  
 第７章は，各章で得られた結果を総括して述べるとともに，今後の課題を述べ
て結論とする．  
 以上，本論文の構成のフローチャートを図 1-5-1 に示す．  
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図 1-5-1 本論文構成のフローチャート 
膨 張 コンクリートの  
限 界 状 態 設 計  
ケミカルプレストレス  
ケミカルプレストレインの推 定  
 第 １章  
  背 景 と目 的 ，既 往 の研 究  
 第 ２章  
   仕 事 量 一 定 則 の適 用    
 第 ３章  
  膨 張 材 の粒 子 レベルにおける
  膨 張 への影 響  
 第 ４章  
  積 層 モデル，限 界 状 態 設 計 法  
 第 ５章  
  膨 張 材 によるひび割 れ制 御  
 第 ６章  
  設 計 例 （ボックスカルバート）
 第 ７章  結 論  
 6
参考文献 
1) 土木学会：膨張コンクリート設計施工指針（案），コンクリートライブラリー，
第 45 号， 1979 
2) 土木学会：膨張コンクリート設計施工指針，コンクリートライブラリー，第
75 号， 1993 
3) 日本コンクリート工学協会：膨張コンクリートによる構造物の高機能化／高耐
久化に関するシンポジウム 委員会報告書・論文集， JCI-C60， 2003 
4) 辻幸和：コンクリートにおけるケミカルプレストレスの利用に関する基礎研究，
土木学会論文集，第 235 号， 1975 
5) 辻幸和，前山光宏：膨張コンクリートを用いた部材における膨張分布の推定方
法，セメント技術年報，ＸＸＸＩ， pp.231-233， 1977 
6) 辻幸和：コンクリート工学における膨張エネルギーの評価方法，コンクリート
工学  Vol.26，No.10， pp.5-13， 1988 
7) 辻幸和，中島規道、荒川千晴：ＲＣはりの曲げ性状に及ぼすケミカルプレスト
レインの効果，セメント・コンクリート論文集，No.45， pp.606-611， 1991 
8) Muguruma, H：On the Expansion-Shrinkage Characteristics of Expansive Cement,  
Proceeding 11t h  Japan Congress on Materials Research, 1968 
9) 岡村甫，国島正彦：膨張コンクリートの複合モデル化について，セメント技術
年報，No.27， pp.303-305， 1973 
10) 辻幸和：ケミカルプレストレスの推定方法について，セメント技術年報  ⅩⅩ
ⅤⅡ， pp.340-344， 1973 
11) 土木学会：コンクリート標準示方書［構造性能照査編］， 2002 
 
 7
第２章 膨張コンクリート  
 
２．１ はじめに  
ＣＰＣ部材の断面耐力あるいは断面応力度を算定するに際して，部材断面のケ
ミカルプレストレスおよびケミカルプレストレインの分布を知る必要がある．こ
れらの推定手法には，有効自由膨張量の概念に基づく方法 1），複合モデルによる
方法 2）および仕事量一定則による方法 3）などがある．本章では，以下に述べる
膨張コンクリートの弾性係数およびクリープ係数を必要としない仕事量一定則に
よる推定手法を採用する．  
 
２．２ 膨張コンクリートの仕事量一定則  
 膨張コンクリートは，その膨張が鉄筋などの拘束体により拘束されると，膨張
コンクリートには圧縮応力のケミカルプレストレスが，拘束体には引張ひずみの
ケミカルプレストレインが導入され，力の釣合いをとる．言い換えれば，膨張コ
ンクリートの膨張が，拘束体に対して仕事をしたことになる．  
「単位体積当たりの膨張コンクリートが拘束鋼材に対してなす仕事量 U」は，
式（ 2-1）で表される．  
仕事量 U はコンクリートの配合および養生方法が同一であれば，鉄筋量および
鉄筋の配置方法によらず一定値となる．したがって，基準とする膨張試験の結果
から，任意の断面のケミカルプレストレスを推定することが可能である．  
 
 scU εσ ⋅⋅= 2
1       式（ 2-1）  
 
ここに，  
U ：膨張コンクリートが拘束鋼材に対してなす仕事量（N/mm2）  
σ c  ：膨張コンクリートの応力度（N/mm2）  
ε s  ：拘束鋼材のひずみ  
 
２．３ 断面対称におけるケミカルプレストレス  
 鋼材の配置が断面に対して対称であり，かつ一様な膨張ひずみを生じる場合の
ケミカルプレストレスは，一軸拘束下の長さ変化率から容易に推定することがで
きる．以下にその手法を述べる．  
 
（１）基準とする膨張試験の仕事量 
基準とする膨張試験は， JIS A 6202「コンクリート用膨張材」附属書（参考） 4）
に規定されている「膨張コンクリートの拘束膨張及び収縮試験方法」（以下，ＪＩ
Ｓ膨張試験と称す）が一般的であり，簡便である．  
ＪＩＳ膨張試験は，一軸拘束下における膨張コンクリートの膨張エネルギーの
評価を行うもので，具体的には，図 2-3-1 に示すように両端に反力を取るために
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拘束端版を設置したＰＣ鋼棒を拘束体として，膨張コンクリートの膨張による鋼
棒の長さ変化率 ε s を測定するものである．  
力の釣合い条件から，膨張コンクリートのケミカルプレストレスは，式（ 2-2）
となる．また，膨張コンクリートが拘束鋼材に対してなす仕事量 U0 は，式（ 2-1）
に式（ 2-2）を代入して，式（ 2-3）を得る．  
 
ss
c
s
c EA
A εσ ⋅⋅=       式（ 2-2）  
 
 200 2
1
2
1
sssc EpU εεσ ⋅⋅⋅=⋅⋅=     式（ 2-3）  
 
ここに，  
σ c  ：膨張コンクリートのケミカルプレストレス（N/mm2）  
As  ：ＰＣ鋼材の断面積（mm2）  
Ac  ：膨張コンクリートの断面積（mm2）  
Es  ：ＰＣ鋼材の弾性係数（N/mm2）  
ε s  ：長さ変化率（膨張率）（×10- 6）  
p0  ：ＪＩＳ膨張試験における鋼材比  
 
（２）拘束鋼材の配置が対称である任意の断面のケミカルプレストレス 
 拘束鋼材の配置が断面対称であり，かつ断面内で一様に膨張ひずみが生じる部
材の仕事量 U は，鋼材比を p とすれば，力の釣合い条件より式（ 2-4）が，仕事
量一定則から式（ 2-5）がそれぞれ得られる．  
 
ssc Ep εσ ⋅⋅=       式（ 2-4）  
 
scU εσ ⋅⋅= 2
1       式（ 2-5）  
 
 
46 46
19
385±1
515±0.2
拘束端版
PC鋼棒φ11
ゲージプラグ
19
  
99.5±0.2
99
.5
±
0.
2
拘束端版
99
.5
±
0.
2
99
.5
±
0.
2
99
.5
±
0.
2
 
 
図 2-3-1 JIS A 6202（Ｂ法）の供試体 
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ここで，式（ 2-4）および式（ 2-5）
から ε s を消去して整理すると，式
（ 2-6）が得られる．  
 
UpEsc ⋅= 2σ   
   式（ 2-6）  
 
仕事量一定則から，式（ 2-3）に示
したように，基準となる膨張試験に
より得られた仕事量 U0 を式（ 2-6）
に代入することで，任意の断面にお
けるケミカルプレストレスを推定す
ることが可能となる．  
 
（３）実験結果との比較 
 ＪＩＳ膨張試験を基準として，Ｐ
Ｃ鋼棒の径を表 2-3-1 に示す水準に
変化させて，長さ変化率を測定した．
なお，表 2-3-2 にコンクリートの配
合を示す．配合Ａにはアウイン石灰
複合系の膨張材を，配合Ｂにはエト
リンガイト系の膨張材を使用した．  
実験結果を図 2-3-2 に示す．  
 図 2-3-2 より，鋼材比が大きくな
るに従って，膨張コンクリートの膨
張が拘束されるため，長さ変化率は
小さくなることが確認できる．  
式（ 2-5）を用いて，鋼材比毎にケ
ミカルプレストレスを算出した結果
を図 2-3-3 に示す．また，ＪＩＳ膨
張試験を基準として，仕事量一定則
に基づき各鋼材比のケミカルプレス
トレスを推定した結果を併記する．  
 
表 2-3-1 拘束鋼材 
ＰＣ鋼棒径
（ mm）  
鋼材比  
（％）  
備考  
9 .2  0 .66  
11 0.95 JIS A 6202 
13 1.33  
17 2.27  
23 4.15  
 
材齢７日
0
100
200
300
400
500
600
700
800
0 1 2 3 4 5
鋼材比（％）
長
さ
変
化
率
（×
10
-6
）
エトリンガイト系
アウイン石灰複合系
 
図 2-3-2 材齢７日の長さ変化率 
 
材齢７日　　式（2-5）
0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0
0 1 2 3 4 5
鋼材比（％）
ケ
ミ
カ
ル
プ
レ
ス
ト
レ
ス
(N
/m
m
2 )
エトリンガイト系
アウイン石灰複合系
推定値：配合A
推定値：配合B
 
図 2-3-3 ケミカルプレストレス 
表 2-3-2 コンクリートの配合 
単位量（ kg/m3）  
配合  
W/C 
（％）  
s /a  
（％）
Air  
（％） Ｗ  Ｃ  ＥＸ Ｓ  Ｇ  Add
A 53.5 45.0 4.5  165 270 30 799 1011 調整
B 53.5 45.0 4.5  165 255 45 799 1011 調整
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図 2-3-3 より，鋼材比が 1.5%未満では，仕事量一定則によりケミカルプレスト
レスを精度良く評価することが可能である．一方，鋼材比が大きい場合には，仕
事量一定則による推定値は，実測値を過大に評価する傾向にある．  
以上より，仕事量一定則に基づき，ＣＰＣ部材のケミカルプレストレスおよび
ケミカルプレストレインを推定する手法は，拘束の程度が大きい場合には，ケミ
カルプレストレスを過大に評価する傾向にあるものの，実構造物においては，鉄
筋（鋼材）比は多くても２％程度であり，実用上，十分な精度で推定することが
可能である．  
 
２．４ 鉄筋コンクリート部材におけるケミカルプレストレス  
 前節では，鉄筋あるいは鋼材が断面に対して対称に配置される場合のケミカル
プレストレスの推定手法を示した．本節では，仕事量一定則に基づき，鉄筋が断
面に対して高さ方向に非対称に配置されるＣＰＣ部材のケミカルプレストレスの
推定手法を示す．  
 
（１）推定概念 
 ＣＰＣ部材のケミカルプレストレスの推定には，仕事量一定則が成立し，かつ
膨張ひずみは断面の高さ方向に直線分布すると仮定する．また，鉄筋あるいは鋼
材に導入されるケミカルプレストレインは，その位置における膨張ひずみと一致
するものと仮定する．図 2-4-1 に概念を示す．  
 図 2-4-1 より，ＲＣ部材の下縁からの距離 x の位置における膨張ひずみ εx は，
次式となる．  
 
 ( ){ }xxh
h ubx
⋅+−= εεε 1      式（ 2-7）  
 
h
b
As1
As3
h3
Δx
h1
h2
εb
εu
σb
σu
εx σx
x
a）断面 b）膨張ひずみ、
鋼材のひずみ分布
c）CPおよび
鋼材の応力分布
As2
 
図 2-4-1 膨張ひずみおよびケミカルプレストレスの分布の模式図 
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ここに，  
h ：断面の高さ（m）  
εb  ：下縁の膨張ひずみ（×10- 6）  
εu  ：上縁の膨張ひずみ（×10- 6）  
 
 また，単位体積当たりの膨張コンクリートが鉄筋に対してなす仕事量 U は，式
（ 2-1）から，式（ 2-8）を得る．  
 
 xxU εσ ⋅⋅= 2
1       式（ 2-8）  
 
 ここで，鉄筋の引張力と膨張コンクリートの圧縮力との力の釣合い条件より式
（ 2-9）が，下縁のモーメントの釣合い条件から式（ 2-10）がそれぞれ成立する． 
 
 0
1
0
=⋅⋅−∑∫
=
s
n
i
ii
h
x EAsdxb εσ     式（ 2-9）  
 0
1
0
=⋅⋅⋅−⋅ ∑∫
=
si
n
i
ii
h
x EhAsxdxb εσ     式（ 2-10）  
 
 式（ 2-8）を式（ 2-9）および式（ 2-10）代入すると，式（ 2-11）および式（ 2-12）
を得る．  
 
 012
1
0
=⋅⋅−⋅ ∑∫
=
s
n
i
ii
h
x
EAsdxbU εε     式（ 2-11）  
02
1
0
=⋅⋅⋅−⋅ ∑∫
=
si
n
i
ii
h
x
EhAsdxxbU εε     式（ 2-12）  
 
 式（ 2-7）において， εb および εu を仮定して，式（ 2-11）および式（ 2-12）の左
辺を計算し，その差が零となるような εb および εu を求めることで，ケミカルプレ
ストレスあるいはケミカルプレストレインを算定することができる．なお，矩形
以外の断面では，左辺の積分の外に出ている幅 b を修正すればよい．  
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（２）推定フロー 
 式（ 2-7），式（ 2-11）および式（ 2-12）から，ケミカルプレストレスおよびケ
ミカルプレストレインを求めるには，いくつかの手法があるが，ここでは，簡便
な繰返し計算による手法について説明する．  
 算定のフローチャートを図 2-4-2 に示す．  
 
 ① εb， εu を仮定する．  
②式（ 2-7）において，膨張ひずみの断面分布を算出する．  
③②で得られた膨張ひずみの断面分布に対して，式（ 2-11）からコンクリート
の膨張力および鉄筋の引張力を算出する．  
④同様に，式（ 2-12）から断面の下縁のモーメントを算出する．  
⑤式（ 2-11）および式（ 2-12）において，コンクリートと鉄筋の力あるいはモ
ーメントの差が許容範囲（零）であれば終了する．許容範囲外であれば，再
び，①に戻り εb， εu を仮定して，同様の操作を繰り返す．  
 
START
εb,εuを仮定
式（2-7）による膨張ひずみ分布の算出
式（2-11）左辺第１項 コンクリートの膨張力の合計を算出（A）
式（2-11）左辺第２項 鉄筋の引張力の合計を算出（B）
式（2-12）左辺第１項 （A）の下縁におけるモーメントを算出（C）
式（2-12）左辺第２項 （B）の下縁におけるモーメントを算出（D）
（A）-（B）＜許容誤差
（C）-（D）＜許容誤差
εb,εuが決定
END
Yes
No
 
 
図 2-4-2 フローチャート 
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（３）算定結果例 
 ＪＩＳ膨張試験において，長さ変化率（膨
張率）が 200×10- 6 を得た場合のケミカルプ
レストレスおよびケミカルプレストレイン
の分布を算定する．算定断面を図 2-4-3 に，
算定水準を表 2-4-1 に示す．なお，鋼材の
弾性係数を 205,800N/mm2 とした場合，仕
事量Ｕは，4.12×10- 5N/mm2 となる．算定結
果を図 2-4-4 に示す．  
 図 2-4-4 より，鋼材の拘束が大きい場合
には，膨張ひずみは小さく，ケミカルプレ
ストレスが大きいことが確認できる．  
 
 
 
単位幅：1000mm
500m
m
As1
As2
As3
500m
m
 
図 2-4-3 算定断面 
表 2-4-1 算定水準 
算定水準と配筋方法  
鉄筋  
有効高さ  
（ mm）  Case1 Case2 Case3 Case4 
As1  100 D13 ３本 D13 ６本 D13 ３本  D16 ６本  
As2  400 －  －  －  D16 ６本  
As3  450 D16 ３本 D16 ６本 D22 ３本  D16 ６本  
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0 200 400 600
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0
100
200
300
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0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6
ケミカルプレストレス（N/mm2）
下
縁
か
ら
の
距
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（m
m
）
Case1
Case2
Case3
Case4
a) 膨張ひずみ b) ケミカルプレストレス 
 
図 2-4-4 算定結果  
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（４）仕事量一定則の適用範囲 
 仕事量一定則では，単位体積
当たりの膨張コンクリートが拘
束体に対してなす仕事量 U を定
義し，仕事量 U は，同一の配合
および養生条件であれば，拘束
の程度にかかわらず一定である
とした概念である．また，仕事
量一定則から，基準となる膨張
試験から任意のＣＰＣ断面のケ
ミカルプレストレスあるいはケ
ミカルプレストレインを推定す
ることができる．  
 しかしながら，拘束体となる鉄筋の鉄筋比が極端に小さい場合では，膨張ひず
みは，限りなく大きくなる．式（ 2-4）および式（ 2-6）から，ケミカルプレスト
レス σ c を消去すると，式（ 2-13）を得る．  
 
 
s
s Ep
U
⋅=
2ε      式（ 2-13）  
 
式（ 2-13）より，仕事量 U が一定である場合，拘束の程度を表す鉄筋比 p が限
りなく小さくなると，膨張ひずみ ε s は，限りなく大きくなる．例えば，ＪＩＳ膨
張試験における長さ変化率が 200×10- 6 を想定して，式（ 2-13）を適用した結果を
図 2-4-5 に示す．すなわち，拘束体の拘束が限りなく小さい場合，膨張ひずみは
限りなく大きくなる．しかしながら，無拘束の状態における膨張コンクリートの
膨張ひずみには限度があり，限りなく大きくなることはないため，仕事量一定則
の概念に矛盾が生じる．この矛盾は，鉄筋が断面に対して高さ方向に非対称に配
置されるＣＰＣ部材のケミカルプレストレスの推定において，拘束体となる鉄筋
が１本である単鉄筋断面の場合にも影響する．  
図 2-4-6 に複鉄筋断面および単鉄筋断面のケミカルプレストレインおよびケミ
カルプレストレスの分布の概念を示す．図 2-4-6 a)に示すように複鉄筋断面の場
合は，図 2-4-2 に示したフローチャートに沿って力の釣合い条件ならびに下縁の
モーメントの釣合い条件から，断面の上縁および下縁の膨張ひずみ εu および εb
を算出できることは既に述べた．この手法を図 2-4-6 b)に示す単鉄筋に適用した
場合，下縁の膨張ひずみが負になり，拘束のない上縁の膨張ひずみは，非常に大
きな値となって釣り合うことになる．  
以上を整理すると，仕事量一定則を拘束が著しく小さい場合に適用すると，膨
張ひずみは限りなく大きくなる部位が存在する．また，力およびモーメントの釣
合い条件を満足させる場合には，膨張ひずみが負となる部位が存在することにな
る．  
0
500
1000
1500
2000
0.001 0.01 0.1 1 10
鉄筋比（％）
膨
張
ひ
ず
み
（×
10
-6
）
図 2-4-5 鉄筋比が小さい場合の膨張ひずみ
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しかし，膨張材の混和により
コンクリートが収縮するとは考
えにくい．したがって，図 2-4-6 
c)に示すように，膨張ひずみが
ある値以上に大きくなることは
ないと仮定した場合，下縁の膨
張ひずみが正の値で，力および
モーメントの釣合い条件を満足
することができる．すなわち，
自由膨張ひずみの最大値が存在
することになる．これらの事柄
を有効自由膨張量の概念に照ら
し合わせると，自由膨張ひずみ
の最大値は，有効な自由膨張を
意味することになる．  
 仕事量一定則の大きな利点は，
膨張コンクリートの時系列で変
化するクリープや弾性係数を含
まないことである．自由膨張ひ
ずみの最大値を考慮することで，
仕事量一定則の適用範囲を広げ
ることは可能であるが，本論文
では，単鉄筋断面は取り扱わな
いこととする．また，拘束が著
しく小さい複鉄筋断面であって
も，実断面においては，仕事量
一定則により十分に評価できる
ことから，特別な場合を除いて
は，仕事量一定則が適用できる
ものとする．  
 
２．５ ケミカルプレストレインの検証  
 鉄筋コンクリート部材に導入されるケミカルプレストレスおよびケミカルプレ
ストレインを，仕事量一定則により推定する手法を述べた．本節では，膨張コン
クリートを用いたＣＰＣ部材のケミカルプレストレインを測定し，推定値と比
較・検証した結果について述べる．  
 
（１）実験概要 
 供試体は，図 2-5-1 に示す幅が 150mm，高さが 200mm の断面で，長さが 1200mm
のＲＣはりとした．また，コンクリートは，表 2-5-1 に示す２種類の膨張コンク
εb
断面 ケミカル
プレストレイン
ケミカル
プレストレス  
a)  複鉄筋断面 
εu
εb
断面 ケミカル
プレストレイン
ケミカル
プレストレス  
b) 単鉄筋断面 
εu
εb
断面 ケミカル
プレストレイン
ケミカル
プレストレス  
c) 自由膨張ひずみを考慮した単鉄筋断面 
 
図 2-4-6 単鉄筋断面のケミカルプレストレイン
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リートを用いた．膨張材には，
アウイン石灰複合系を用いた．
養生は，材齢３日まで標準養
生を施し，その後，湿布養生
とした．スパン中央の各鉄筋
にワイヤストレインゲージを
貼付し，鉄筋のひずみを測定
した．  
 
（２）ＪＩＳ膨張試験の結果 
 JIS A 6202 A 法に準じて長
さ変化率を測定した結果を図
2-5-2 に示す．また，仕事量
の平方根の軸を併記した．  
 図 2-5-2 より，材齢２８日
における長さ変化率は，単位
膨 張 材 量 を 25kg/m3 と し た
25J では約 290×10- 6，単位膨
張材量を 40kg/m3 とした 40J
では 890×10- 6 であった．また，
それぞれの仕事量の平方根は，
25J が約 0.010（√N/mm2），
40J が約 0.029（√N/mm2）で
あった．  
 
（３）ケミカルプレストレインの比較 
 ＪＩＳ膨張試験の結果を基に，仕事量一定則により推定したケミカルプレスト
レイン分布と鋼材のひずみとの関係を図 2-5-3 に示す．図 2-5-3 より，鋼材のひ
ずみとケミカルプレストレインの推定値とはほぼ一致していることが確認できる． 
以上の結果から，仕事量一定則は，ＣＰＣ部材のケミカルプレストレインおよ
びケミカルプレストレスを，実用上，十分な精度で推定できる手法である．なお，
図 2-5-4 には推定されたケミカルプレストレスの分布を示す．  
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図 2-5-2 基準となる長さ変化率と仕事量 
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図 2-5-1 断面の形状寸法 
表 2-5-1 コンクリートの配合 
単位量（ kg/m3）  
配合  
W/C 
（％）  
s /a  
（％）  
Air  
（％） Ｗ  Ｃ  ＥＸ Ｓ  Ｇ  Add
25J 53.5 45.0 4.5  182 339 25 843 985 0.73
40J 53.5 45.0 4.5  182 324 40 843 985 0.73
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２．６ まとめ  
 膨張コンクリートの仕事量一定
則に関する既往の研究について述
べ，実験結果を基に，鉄筋コンク
リート部材に作用するケミカルプ
レストレインおよびケミカルプレ
ストレスの分布の算定方法につい
てを述べた．その結果，以下の結
論を得た．  
 
（１）膨張コンクリートによるケ
ミカルプレストレスおよび
ケミカルプレストレインは，
拘束の影響が著しく大きく
ない範囲では，仕事量一定
則に基づき，ＣＰＣ部材の
断面において，これらを定
量的に推定できる．  
（２）拘束鉄筋比が２％を超える
ような場合において，仕事
量一定則により算出したケ
ミカルプレストレスは，実
測値を過大に評価する傾向
にある．  
（３）鉄筋比が極端に小さい場合
や単鉄筋断面の場合では，
仕事量一定則が適用できな
い場合がある．  
 
参考文献 
1) Muguruma, H：On the Expansion-Shrinkage Characteristics of Expansive Cement,  
Proceeding 11t h  Japan Congress on Materials Research, 1968 
2) 岡村甫，国島正彦：膨張コンクリートの複合モデル化について，セメント技術
年報，No.27， pp.303-305， 1973 
3) 辻幸和：ケミカルプレストレスの推定方法について，セメント技術年報  ⅩⅩ
ⅤⅡ， pp.340-344， 1973 
4) 日本工業規格： JIS A 6202 「コンクリート用膨張材」， 2002 
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第３章 膨張材の粒度が膨張特性に与える影響  
 
３．１ はじめに  
膨張コンクリートの仕事量一定則の概念は，膨張コンクリートをコンクリート
部材として巨視的に捉えたものである．本章では，微視的観点から膨張材の粒度
に着目し，膨張性能に及ぼす膨張材の粒度の影響について検討し，仕事量一定則
の概念に対して粒子レベルからアプローチを行い，考察を加える．  
 膨張材の膨張特性は，膨張材の組成と粒度が大きく影響を及ぼす．膨張材は，
セメントと同様にキルンなどで焼成した膨張材クリンカーを粉砕して製造する．
したがって，膨張特性に与える因子は，原料の他に，焼成条件や粉砕条件が相互
に関わりあって決定される．  
盛岡 1）は，膨張材の最大粒径が小さくなると同一の膨張材の混和率において膨
張率が小さくなる傾向を報告している．また，分級により膨張材の粒径毎に評価
した場合， 63～ 90μm サイズのものが最も膨張が大きくなり，この範囲よりも大
きい粒子や，逆に小さい粒子では，膨張が小さくなる傾向も報告している．また，
中村や深谷 2）らは，膨張材の粉末粒子の水和とペースト硬化体の膨張を微視的観
察により考察しており，膨張量は，
膨張材粉末が粗い程大であること
を示している．  
 
３．２ 膨張材の粒度分布  
 膨張材の粒子が膨張ひずみへ及
ぼす影響を評価する上で，膨張材
の粒度分布を知ることは重要であ
る．  
 膨張材などの粉体の粒度分布を
測定する方法には，ふるい分けに
よる直接的な方法，光の回折や散
乱などの粒子径に依存する物理量，
および沈降速度等の粒子の動力学
的性質などに依存する物理量を測
定して間接的に評価する方法があ
る．  
 図 3-2-1 に，アウイン石灰複合
系の膨張材の測定結果として，ふ
るい分けによる方法，沈降分析に
よる方法，簡便で汎用的に用いら
れているレーザー回折散乱法によ
り得られたそれぞれの粒度分布を
示す．ふるい分けは，社団法人セ
 
アウイン石灰複合系膨張材
密度：3.09g/cm3
ブレーン値：2900cm2/g
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図 3-2-1 粒度分布の測定方法による影響 
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メント協会による「エア・ジェット式ふるい装置によるセメントの粉末度試験方
法」 3）に従った．また，沈降分析は，社団法人地盤工学会 JSF T131「土の粒度試
験方法」 4）に従った．なお，沈降分析において，測定中に膨張材の水和反応を生
じさせないように，アルコール系溶剤を比重 1.0 に調整して溶媒とした．  
図 3-2-1 より，ふるい分けによる方法と沈降分析による方法とでは，ほぼ一致
する粒度分布を得ることができるが，レーザー回折散乱による方法では，粒度分
布に大きな差が認められる．この差異は，レーザー回折撹乱法の測定原理に起因
するものである．レーザー回折撹乱法の測定原理は，光を粒子に照射し，光の回
折あるいは撹乱光の強度パラメータを観測し，フランホーファ回折理論やミーの
撹乱理論を用いて粒度分布を間接的に求めるものである．レーザー光の照射角度
や屈折率の影響を大きく受けるため，大きな粒子あるいは小さな粒子を精度よく
捉えることは困難であり，レーザー回折撹乱法の大きな課題となっている 5）．  
 以上より，ふるい分けによる方法と沈降分析による方法の粒度分布がほぼ一致
することから，特に断りがない限り，これを膨張材の粒子の粒度を表す分布とし
て取り扱う．また，レーザー回折撹乱法における粒度分布は，粒度分布の相対的
な比較のみとして取り扱う．  
 図 3-2-2 に，アウイン石灰複合系およびエトリンガイト系の膨張材の粒度分布
を示す．  
 
３．３ 膨張材の粒度が膨張特性に与える影響  
 既往の報告では，膨張材の粒子が粗いほど膨張特性が大きくなるとしている．
一方，ある範囲の粒度を持つ膨張材が最も膨張特性が大きいとの報告もある．  
本節では，粒度の及ぼす膨張特性の把握を目的として，実験的に検討を行った．  
 
（１）使用材料およびコンクリート配合 
 試料は，表 3-3-1 の一般的な土木用途のコンクリ－ト配合をベースとして，粗
骨材を除いた表 3-3-2 のモルタル配合とした．表 3-3-2 のモルタル配合は，水結
合材比が 53.5％で，砂セメント比が 2.6 のモルタルに相当する．なお，使用材料
表 3-3-1 ベースとなるコンクリートの配合（27－10－25N） 
単位量（ kg/m3）  W/C 
（％）  
s /a  
（％）
Air  
（％）  Ｗ  Ｃ  ＥＸ  Ｓ  Ｇ  Add 
53.5 45.0 4 .5  170 
288～
318 
0～ 30 829 997 調整  
 
表 3-3-2 対象としたモルタルの配合 
配合量（ kg）  W/C 
（％）  
s /a  
（％）
Air  
（％）  Ｗ  Ｃ  ＥＸ  Ｓ  Ｇ  Add 
53.5 －  4 .5  170 
288～
318 
0～ 30 829 －  調整  
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を表 3-3-3 に示す．  
 
（２）実験水準 
 実験水準は，膨張材の種類ならびに膨張材の粒度とした．実験水準を表 3-3-4
に示す．  
 膨張材は，市販のアウイン石灰複合系の低添加タイプと従来からあるエトリン
ガイト系の２種類を対象とした．また，粒度は，膨張材をふるいで調整し，各膨
張材につき４水準とした．  
  
 
表 3-3-3 使用材料 
使用材料  種類  産地またはメーカー  
セメント  普通ポルトランドセメント  市販品  
膨張材  
アウイン石灰複合系（ H）  
エトリンガイト系（ E）  
市販品  
細骨材  川砂（比重 2.63）  姫川水系産  
粗骨材  川砂利（比重 2.65）  姫川水系産  
混和剤  市販の AE 減水剤  市販品リグニンスルホン酸系  
水  上水   
 
 
表 3-3-4 試験水準 
膨張材  
名称  
種類  
添加量 m3 換算
（ kg/m3）  
粒径  
（μ m）  
備考  
プレーン  －  －  －  比較  
H-1 調整なし   
H-2 45 未満   
H-3 45-90  
H-4 90 以上   
H-5 
アウイン石灰  
複合系  
20 
90 以下   
E-1 調整なし   
E-2 45 未満   
E-3 45-90  
E-4 90 以上   
E-5 
エトリンガイト
系  
30 
90 未満   
 
 21
（３）長さ変化率 
 試験結果を図 3-3-1 に示す．な
お，試験は，JIS A 6202「コンクリ
ート用膨張材」に従った．  
 図 3-3-1 より，アウイン石灰複
合系の膨張材は，膨張材の粒径が
大きくなるに従い，長さ変化率が
著しく大きくなることが確認され
た．特に 90μm 以上の粒子を集め
た H-4 は，粒度を調整する前の H-1
に比べて 2.5 倍の長さ変化率を示
した．  
一方，エトリンガイト系の膨張
材では，材齢３日程度までは， 45
～ 90μm の粒度範囲の長さ変化率
が最も大きい．材齢７日において
は， 90μm 以上の粒度範囲の長さ
変化率が大きく，アウイン石灰複
合系の膨張材と同様の傾向が確認
された．なお，アウイン石灰複合
系の膨張材に比べて，長さ変化率
の絶対値は小さい．  
 
（４）長さ変化率の増加割合 
図 3-3-2 に材齢２日および７日
における長さ変化率を，膨張材の
種類で比較した結果を示す．  
図 3-3-2 より，アウイン石灰複合系の膨張材は，材齢の初期から，粒子の大き
さに応じて長さ変化率が大きく増加することが確認できる．  
一方，エトリンガイト系の膨張材は，材齢２日の時点で 45～ 90μm の粒度範囲
の長さ変化率が最も大きく，粒径が 90μm 以上では小さい．その後の材齢７日に
おいては，粒径が 90μm 以上の長さ変化率が大きく伸びていることが確認できる．
すなわち，材齢の初期では，特定の粒子の膨張が支配的となり，ある程度の材齢
が経過すると， 90μm 以上の粒子の膨張が支配的となる．  
膨張材の反応は，膨張材の粒子が水と接して水和反応を起こす．このとき，水
と接する面は，粒子の表面である．一定の水が供給された場合，粒径が小さい粒
子は，表面に供給される水は十分にあり，即座に水和反応を開始する．一方，大
きい粒子は，粒子の表面から反応が始まり，徐々に内部に達する．したがって，
粒子全体が反応するまでの時間に差が生じる．このことから，エトリンガイト系
の膨張材の大きな粒子は，粒子全体が反応するまでの時間差により，材齢の経過
0
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図 3-3-1 長さ変化率 
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に応じて徐々に膨張を発現する
ものと解釈できる．この解釈は，
アウイン石灰複合系の膨張材に
も適用できるが，アウイン石灰
複合系の膨張材は，エトリンガ
イト系の膨張材に比べて，水和
活性が著しく高い．したがって，
大きい粒子であっても反応率が
高いために，小さい粒子と同様
に，即座に反応することが考え
られ，材齢初期においても高い
膨張を示し，その後の伸びの小
さいことは図 3-3-2 からも確認
できる．  
同一の膨張材であれば，粒径
が小さいほど活性が高い．これ
らのことから，エトリンガイト
系膨張材の大きな粒子は，膨張
の発現のタイミングがやや緩や
かであるものと推察できる．  
 
（５）まとめ 
既往の報告の確認実験を実施
した結果，膨張材の粒子が大き
いものほど，膨張量が大きくな
ることが確認できた．しかしな
がら，アウイン石灰複合系の膨
張材に比べて水和活性の低いエトリンガイト系の膨張材は，大きい粒子の膨張の
発現が遅れる．  
 
３．４ 膨張材の粒子が膨張量に寄与する割合  
 前節では，膨張材を構成する粒子を３段階に分割し，長さ変化率を測定した．
本節では，膨張材を構成する各粒子の長さ変化率に，「ある操作」を加えて，分割
する前の長さ変化率に等しいとする仮説をたて，膨張材の粒度が及ぼす長さ変化
率への影響を検討した．「ある操作」が見い出せれば，膨張材の粒度構成と膨張量
との関連付けることができる．  
 
（１）概念 
 膨張材の粒径 Diの長さ変化率を ε i とし，膨張材全体の長さ変化率に対する粒径
Diの重みを α i とすれば，膨張材全体の長さ変化率 ε は，式（ 3-1）で表される．  
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図 3-3-2 膨張材の粒径と長さ変化率 
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 ii εαε ⋅= ∑       式（ 3-1）  
 
 式（ 3-1）における重み α i を見い出すことで，膨張材の粒径が長さ変化率に及
ぼす影響が明らかとなる．前節の実験結果に対応させた場合，式（ 3-1）は，式（ 3-2）
および式（ 3-3）にそれぞれ書き直せる．  
 
 −−−−−− ⋅+⋅+⋅= 909090459045450450 εαεαεαε    式（ 3-2）  
 
−−−− ⋅+⋅= 9090900900 εαεαε      式（ 3-3）  
 
添え字は，粒径の範囲を表す．また，アウイン石灰複合系の膨張材を例にとると，
式（ 3-2）は H-2，H-3 および H-4 が H-1 に相当する場合を，式（ 3-3）は H-4 およ
び H-5 が H-1 に相当する場合を表したものである．  
したがって，３．３の実験結果を元に，式（ 3-2）あるいは式（ 3-3）を満足す
るような重みを見い出すことで，膨張材の粒度構成と膨張量とを関連付けること
が可能となる．重み α は，粒径 Di の膨張材粒子が，全粒径の膨張に対する寄与率
であると言い換えられる．寄与率αをいくつかのケーススタディから検討する．  
 
（２）粒度分布と膨張材粒子 
 各ケーススタディを検証する上で，膨張材粒子の個数，表面積あるいは体積を
知る必要がある．しかしながら，膨張材を構成する粒子を直接数えることは不可
能である．したがって，粒度分布から，膨張材を構成する粒子について推定する
手法を採用した．  
アウイン石灰複合系あるいはエトリンガイト系の膨張材は，膨張材クリンカー
を焼成し，これを粉砕して生産される．したがって，粒径によって構成される鉱
物組成は一定であることが報告 1）されている．すなわち，鉱物組成が一定である
ならば，粒子の大小に関わらず密度は一定値をとる．  
 膨張材の粒子を球状と仮定すれば，粒子１個当たりの質量 mi は，式（ 3-4）と
なる．  
 
3
23
4 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛== iii DVm πρρ      式（ 3-4）  
 
ここに，mi：粒径 Di の膨張材粒子１個の質量（ g）， ρ：膨張材の密度（ g/cm3），
Vi：膨張材粒子１個の体積（ cm3），Di：膨張材の粒径（mm）である．  
 
（３）構成する粒度の質量の影響 
寄与率 α は，粒度の質量による加重平均であると仮定する．すなわち，膨張材
の全体の質量に対する粒径 Diμm の粒子の質量割合を α i として，式（ 3-5）で定
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義した．これを，式（ 3-2）および
式（ 3-3）に代入して，長さ変化率
を算定した．  
 
∑= iii M
Mα  式（ 3-5）  
 
ここに，Mi：粒径が Di（μm）膨
張材粒子の質量（ g）である．  
算定結果を図 3-4-1 に示す．  
アウイン石灰複合系の膨張材の
推定値は，実測値を過大に評価す
る結果となった．なお，アウイン
石灰複合系の膨張材は，焼成した
膨張材クリンカーを粉砕している
ため，粒径によって構成される鉱
物組成は一定 1）である．すなわち，
粒子の大小に関わらず密度は一定
値をとるとの仮定から，この結果
は，膨張材の粒子の体積による加
重平均でも同様であることが推察
できる．  
一方，エトリンガイト系の膨張
材では，質量の加重平均とするこ
とで，実測値をほぼ再現できるこ
とが確認できる．  
 
（４）膨張材粒子の個数と表面積との積 
 膨張材の反応は，膨張材粒子の表面から生じるものとして，「膨張材粒子の単位
面積当たりの長さ変化率に与えるポテンシャルは，粒子の大きさに関わらず一定
である」とした仮説に基づいて，寄与率を定義した．すなわち，膨張材の粒子１
個に着目し，長さ変化率に与えるポテンシャルは一定とし，全体の膨張はその総
和に等価であると考えた．また，関係するパラメータは，膨張材粒子の個数と表
面積の積と仮定した．したがって，寄与率 α i は式（ 3-6）で表される．  
 
∑∑ ⋅
⋅=⋅⋅
⋅⋅=
ii
ii
ii
ii
i Sn
Sn
ESn
ESnα     （ 3-6）  
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図 3-4-1 質量による加重平均 
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ここに，ni：粒径が Di の膨張材粒
子の個数（個）， Si：粒径が Di の
膨張材粒子の表面積（m2），E：膨
張材粒子の単位表面積当たりの長
さ 変 化 率 に 与 え る ポ テ ン シ ャ ル
（ 1/m2）である．なお，単位表面
積当たりの長さ変化率に与えるポ
テンシャルは，式（ 3-6）から消去
することができる．したがって，
式（ 3-6）の分母および分子は，粒
子の個数と表面積との積となり，
粒径 Di の粒子のブレーン比表面
積に相当する．すなわち，ブレー
ン比表面積の比で寄与率を定義し
たことになる．  
図 3-4-2 に算定結果を示す．  
アウイン石灰複合系およびエト
リンガイト系のいずれの膨張材に
おいても，式（ 3-2）では実測値を
下回る結果となったが，式（ 3-3）
ではほぼ実測値に一致する結果を
得た．このことから，長さ変化率
は，膨張材の粒子の個数と表面積
に大きく関係することが推定でき
る．  
 
（５）平均粒径に換算した場合 
 膨張材の粒径 Di を持つモルタ
ルの長さ変化率は，式（ 3-7）に示すように，膨張材粒子の個数と表面積および単
位面積当たりの長さ変化率に与えるポテンシャルの積の平方根と仮定した．すな
わち，粒子の表面積を平均粒径に換算 5）したものである．  
 
∑∑ ⋅
⋅=⋅⋅
⋅⋅=
ii
ii
ii
ii
i
Sn
Sn
ESn
ESnα     （ 3-7）  
 
図 3-4-3 に算定結果を示す．  
アウイン石灰複合系の膨張材では，式（ 3-2）および式（ 3-3）のいずれも，実
測値に近い結果を得た．すなわち，膨張材の粒径 Di の長さ変化率は，膨張材粒子
の個数と表面積および単位面積当たりの長さ変化率の積の平方根によって，整理
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図 3-4-2 粒子の個数と表面積との積による
加重平均 
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することが可能である．  
一方，エトリンガイト系の膨張
材では，式（ 3-2）では実測値を下
回る結果となったが，式（ 3-3）で
はほぼ実測値に一致する結果を得
た．  
以上のケーススタディの結果か
ら，アウイン石灰複合系の膨張材
の長さ変化率は，構成する膨張材
粒子の個数と表面積で整理するこ
とが可能である．一方，エトリン
ガイト系の膨張材では，構成する
膨張材の質量（体積）で整理する
ことが可能である．  
 
３．５ 膨張材の粒子と長さ変化
率  
 
（１）膨張材の粒子と長さ変化率 
 式（ 3-7）を式（ 3-1）に代入し
て，整理すると，式（ 3-8）を得る．  
 
( ) ( ){ }∑∑ ⋅=⋅ iiii SnS εεin  
   （ 3-8）  
 
すなわち，アウイン石灰複合系の
膨張材において，全体の長さ変化
率にブレーン比表面積を乗じたも
のは，膨張材粒子 Di のブレーン比
表面積と膨張材粒子 Di の長さ変
化率の積を，構成するすべての粒
径で総和したものに等しいことを
意味する．  
 アウイン石灰複合系の膨張材に
おいて，式（ 3-8）から，粒径 Di
の膨張材粒子を集めた場合の材齢
７日における長さ変化率を逆算し，
全体の膨張に対する比で整理した
結果を図 3-5-1 に示す．図 3-5-1
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図 3-4-3 平均粒径に換算した場合の 
加重平均 
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より，ある範囲で粗粒子を集めた場合，長さ変化率が５～７倍にもなることが推
察される．  
 
（２）粒度分布と長さ変化率との関係 
 アウイン石灰複合系の膨張材において，膨張材を構成する粒子の中から，大き
い粒子を順次除去した場合の長さ変化率を試算した結果を図 3-5-2 a)に示す．な
おこの図では，最大粒径が 400μm の基準とした膨張材の長さ変化率を１とした
場合の比で整理した．同様に，微粒子を除去した場合の試算結果を図 3-5-2 b)に
示す．  
 図 3-5-2 より，膨張材の粗い粒子を除去した場合には，最大で２割程度の範囲
で長さ変化率が小さくなる．一方，微粒子を除去した場合には，長さ変化率が著
しく増加する．  
 このことより，アウイン石灰
複合系の膨張材は，粗粒子がモ
ルタルの長さ変化率に大きく寄
与し，微粒子は粗粒子に比べて
長さ変化率に寄与する割合が小
さい．  
粗粒子を多く含むほど，長さ
変化率は大きくなることが確認
されたが，粗粒子の膨張は，同
一の単位膨張材量では，粒子数
が少なくなり，膨張材粒子の近
傍には，極微細なマイクロクラ
ック 1）， 2）が発生することが確
認されている．このマイクロク
ラックが多い場合には，セメン
ト硬化体の組織に欠陥を与える
可能性があり，安易に，粗粒子
を多く含む膨張材が有効とは言
えない．  
粗粒子を除去した場合，長さ
変化率が低下する傾向にあるこ
とから，併せて，微粒子を除去
し，ある粒度分布の範囲を持つ
膨張材に，粒度調整することで，
安定で，より大きな膨張を有す
る膨張材を調整できる可能性が
ある．  
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図 3-5-2 膨張材の粒度調整による長さ変化率
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３．６ 粒度を調整した膨張材の長さ変化率 
 
（１）実験概要 
 前節で示した概念を検証するた
め，アウイン石灰複合系の膨張材
の粒度分布を任意に調整し，それ
を用いたコンクリートの長さ変化
率を測定した．  
図 3-2-1 に示した粒度分布を有
するアウイン石灰複合系の膨張材
を表 3-6-1 の粒度範囲となるよう
に分級機を用いて調整した後，表
3-3-1 に示す配合のコンクリート
を作製し， JIS A 6202 の B 法によ
る長さ変化率を測定した．なお，
調整した各膨張材の粒度分布を図
3-6-1 に示す．  
 
（２）実験結果 
材齢７日における長さ変化率を
図 3-6-2 に示す．図 3-6-2 より，5
～ 45μ m の 粒度 範囲 を多 く含 む
H5-30 および H5-45 は，基準とし
た膨張コンクリートの長さ変化率
を下回る結果を得た．長さ変化率
に対する寄与率の高い粗粒子を除
去したためである．粒度範囲が 5
～ 60μm では，基準とした膨張コ
ンクリートと同程度の膨張を示し
た．  
5～ 90μm の範囲のように，最大
粒径の上限値を広くとった H5-90
では，基準とした膨張コンクリー
トの 1.2 倍の長さ変化率を示した．
また， 10～ 45μm の粒度範囲とし
た H10-45 は，粗い粒子を大幅に
除去したが，併せて，膨張の寄与率の小さい微粒子も除去したため， 1.4 倍の長
さ変化率を示した．  
これらの実験結果から，粒度分布をより適切に管理することで，大きな膨張率
を得ることが確認された．  
表 3-6-1 膨張材の粒径の範囲 
記号  
最小粒径  
（μ m）  
最大粒径  
（μ m）  
H0 調整なし  調整なし  
H5-30 5 30 
H5-45 5 45 
H5-60 5 60 
H5-90 5 90 
H10-45 10 45 
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図 3-6-1 調整した膨張材の粒度分布 
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図 3-6-2 調整した膨張材の長さ変化率 
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３．７ 粒度を調整した膨張材の応用  
ケミカルプレストレスは，鉄筋などの外的な拘束が膨張を拘束することで，コ
ンクリートに導入される．仕事量一定則で言い換えれば，膨張コンクリートが拘
束体である鉄筋に対して仕事をしたためである．仮に，無拘束状態において，あ
る程度硬化したコンクリートの体積変化を考える．コンクリート中の膨張材の粒
子が，この段階で反応した場合，「膨張材の膨張が，セメント硬化体に対して仕事
をした」ことになる．すなわち，コンクリートの強度が十分に発現した段階で，
わずかでも膨張した場合，ケミカルプレストレスがより有効に蓄積されるものと
推定される．一方，セメント硬化体が十分に強度を発現していない若材齢時では，
弾性係数も小さく，また，クリープも大きいため，膨張材の膨張が大きくても，
有効なケミカルプレストレスとしては残存しにくい．膨張材の単位量を大きくし
た場合に，圧縮強度が低下するのはこのためである．  
 本節では，材齢の経過した段階におけるわずかな膨張（以後，持続膨張と称す）
が，ケミカルプレストレスとして有効に作用することを確認するため，膨張材の
粗粒子に着目し，実験的に検討する．  
 
３．７．１ 持続膨張 
 
（１）はじめに 
上記の概念に基づき，材齢７日以降においても，わずかに膨張を呈するように
膨張材の粒度を調整した．そして，より有効な膨張を有する膨張材の可能性につ
いて検討した．  
 
（２）実験概要 
 材齢７日以降の持続膨張を確認
するため，膨張材の粗粒子をふる
いにより採取し，表 3-7-1 に示す
実験水準を設定した．また，３．
３で行った実験と同様の実験を実
施した．  
 
（３）実験結果 
 実験結果を図 3-7-1 に示す．  
 図 3-7-1 より，アウイン石灰複
合系の膨張材では，粒度を調整し
た粗粒子の長さ変化率は，材齢７
日以降の増加は認められない．材
齢７日をピークとして，既に膨張
材粒子の反応が終了したためであ
る．なお，長さ変化率が，粒度を
 
表 3-7-1 実験水準 
試験
No.  
膨張材  粒度  
単位量  
（ kg/m3）
A-1 －  －  －  
B-1 －  20 
B-2 10 
B-3 
45μ m 上  
15 
B-4 10 
B-5 
60μ m 上  
15 
B-6 
アウイン  
石灰複合系
90μ m 上  10 
C-1 －  30 
C-2 25 
C-3 
45μ m 上  
30 
C-4 25 
C-5 
60μ m 上  
30 
C-6 
エ ト リ ン ガ
イト系  
90μ m 上  25 
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調整していない B-1 よりも小さい
のは，膨張材の単位量を 10kg/m3
あるいは 15kg/m3 としたためであ
る．  
 一方，エトリンガイト系の膨張
材では，粗粒子を多く含むことで，
材齢７日以降においても，長さ変
化率が増加する傾向にあることが
確認できる．また，膨張材の単位
量を 25kg/m3 に減じても，粒度を
調整する前の膨張材に比べて大き
な長さ変化率になることが確認で
きる．  
 ３．３において，膨張材の膨張
は，膨張材の粒子の大きさに応じ
て，大きくなることが確認された．
しかし，膨張反応のメカニズムに
より，粗粒子の膨張が顕著になる
時期が異なることも確認された．
アウイン石灰複合系の膨張材では，
材齢１日の極めて早い段階から粗
粒子の膨張が大きくなるが，エト
リンガイト系の膨張材では，材齢
５日から７日以降に粗粒子の膨張
が顕著に現れたことを裏付ける結
果となった．  
 
３．７．２ 温度履歴の影響 
 
（１）はじめに 
 前節では，エトリンガイト系の膨張材の粗粒子が，材齢７日以降においても，
長さ変化率が持続的に増加することが確認された．本節では，エトリンガイト系
の膨張材の粗粒子に着目し，JCI-SQA7「コンクリートの水和熱による温度ひび割
れ試験方法」に準じた温度応力試験により，持続膨張についての検証を行った． 
 
（２）実験概要 
使用材料は，表 3-3-3 のとおりである．また，コンクリート配合を表 3-7-2 に，
実験水準を表 3-7-3 に示す．  
温度応力試験には，図 3-7-2 に示す温度応力試験装置を用いた．この装置は
JCI-SQA7「コンクリートの水和熱による温度ひび割れ試験方法」に準拠するもの
アウイン石灰複合系
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図 3-7-1 粗粒子の長さ変化率 
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である．試験装置を試験槽の中に設置し，試験槽内の温度を制御することで，所
定の温度履歴を与えながら供試体に生じる応力を測定することができる．応力は
コンクリートの長さ変化を拘束する拘束鋼管の実測ひずみから算出するため，コ
ンクリートのクリープ等を考慮した応力，すなわち，実際にコンクリートに作用
した応力を測定することができる．また，拘束鋼管内には一定温度の水が常時循
環しているため，拘束鋼管には温度変化に起因するひずみは発生せず，コンクリ
ートの長さ変化を拘束することによって生じるひずみのみを知ることができる．
なお，拘束治具以外の部分には拘束が発生しないように，型枠底面にはテフロン
シートを敷き，さらに内側面およびコンクリートの打込み面には，乾燥を防ぐた
めにビニールシートを敷き詰めた．  
温度履歴は，２次元有限要素法による温度解析により得られた，壁厚が 60cm
のコンクリートの中心部の温度を用いた．また，初期温度は 20℃とした．  
表 3-7-2 コンクリートの配合（27－10－25N） 
単位量（ kg/m3）  
 
W/C 
（％）  
s /a  
（％）  
Air  
（％） Ｗ  Ｃ  ＥＸ Ｓ  Ｇ  Add 
D-0 53.5 46.0 4.5  170 318 0 828 979 調整
D-1 53.5 46.0 4.5  170 288 30 828 979 調整
D-2 53.5 46.0 4.5  170 288 30 828 979 調整
 
表 3-7-3 実験水準 
配合名  水準  
D-0 プレーンコンクリート  
D-1 エトリンガイト系の膨張材  
D-2 
エトリンガイト系の膨張材  
（ 45μ m ふるいで残存したもの）  
 
ひずみｹﾞｰｼﾞ
供試体
断熱材
ひずみ計，熱電対
拘束鋼管
拘束治具 
拘束治具 
断熱材 埋込型ひずみ計 
熱電対温度計
500 
750 
15
0 
35
0 
 
 
図 3-7-2 温度応力試験装置 
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（３）実験結果 
 実験結果を図 3-7-3 に示す．図より，粒度を調整した膨張材の無拘束ひずみは，
調整していないものに比べて，200×10- 6 程度大きいことが確認できる．また，拘
束ひずみにおいても同様の傾向が認められ，粒度を調整することで，積極的にケ
ミカルプレストレインが導入されたものと推察される．  
発生した温度応力は，粒度を調整したことで，温度降下の段階まで，積極的に
圧縮応力が導入されている．また，温度履歴がいずれも同程度であることから，
導入された圧縮応力は，膨張材によるケミカルプレストレスである．しかしなが
ら，温度降下以後においては，粒度を調整していないものと同程度の引張応力と
なった．温度降下時の温度ひび割れは，持続膨張を呈する場合には，引張応力に
転じる時期を遅らせることができる．  
 図 3-7-4 に， JIS A 6202 B 法で測定した長さ変化率を示す．また，図 3-7-3 の
温度応力の結果を有効材齢に換算して整理したものを併記する．  
図 3-7-4 より，粒度を調整した D-2 の長さ変化率は，有効材齢１４日にかけて
徐々に増加している．その後は，長さ変化率の増加は認められない．このことか
ら，粒度を調整した膨張材は，有効材齢１４日をピークとして，粗粒子の膨張が
終了したものと思われる．一方，有効材齢で整理した温度応力は，有効材齢１４
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図 3-7-3 実験結果 
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日付近まで残存しており，長さ変
化率の測定結果に一致する．  
以上の結果を整理すると，粒度
を調整した膨張材は，材齢初期に
おいて，積極的にケミカルプレス
トレスが導入され，膨張反応がほ
ぼ終了した段階以降においても，
ケミカルプレストレインが導入さ
れるものと推察される．  
 
３．８ まとめ  
膨張コンクリートを微視的観点
から，膨張材の粒度に着目し，膨
張性能に及ぼす膨張材の粒度の影
響について検討した結果，以下の
結論を得た．  
 
（１）膨張材の粒子が大きいもの
ほど，膨張量が大きくなる．
しかしながら，アウイン石
灰複合系の膨張材に比べて
水和活性の低いエトリンガ
イト系の膨張材は，大きい
粒子の膨張の発現が遅れる． 
（２）膨張材の長さ変化率は，構
成する膨張材粒子の個数と
表面積で整理することが可
能である．  
（３）膨張材の粗い粒子を除去す
ることで，長さ変化率は小
さくなる．また，微粒子を
除去することで，長さ変化
率は反対に大きくなる．  
（４）膨張材の微粒子を除去し，粒度分布の範囲を狭くすることで，大きな膨張
率を生じさせる膨張材を得ることができる．  
（５）エトリンガイト系の膨張材の粗粒子を利用することで，ケミカルプレスト
レスおよびケミカルプレストレインをより効果的に活用することができ
る．  
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第４章 限界状態設計における積層モデル  
 
４．１ はじめに  
 限界状態設計法におけるＲＣ部材とＣＰＣ部材との大きな相違は，ＣＰＣ部材
ではケミカルプレストレスおよびケミカルプレストレインが導入される点である．
ＣＰＣ部材は，鉄筋の配置方向に，主として軸方向のケミカルプレストレスが導
入され，ひび割れ発生時の曲げモーメントが増加する 1）， 2）．さらにひび割れ発生
後においては，主鉄筋に導入されたケミカルプレストレインによって，ひび割れ
幅を小さく制御できる 1）， 2）， 3）．また，機械的なプレストレスと同様に，終局時
のせん断耐力も向上 1）， 4）する．すなわち，ＣＰＣ部材の限界状態設計において，
使用時のひび割れ幅の照査と，終局時のせん断耐力の照査の２点がＲＣ部材と大
きく異なる．  
土木学会コンクリート標準示方書［構造性能照査編］ 5）に記載されているＲＣ
部材の断面耐力の算定は，部材断面のひずみがすべて圧縮となる場合以外は，コ
ンクリートの圧縮応力度の分布を等価応力ブロックと仮定できるとしている．し
かしながら，本論文では部材断面の高さ方向に対して微小要素に分割した積層モ
デルを用い，断面内の力の釣合いから，断面耐力および断面応力度を算定する手
法を述べる．なお，この手法を採用することで，第２章で述べた膨張材によるケ
ミカルプレストレインやケミカルプレストレスの効果を定量的に考慮することが
可能となる．  
 
４．２ 積層モデル  
積層モデルは，ＣＰＣ部材の断面を高さ方向に対して微小要素に分割し，ひず
みの適合条件および力の釣合い条件から，各要素のひずみおよび応力を算定する
手法である．図 4-2-1 には，積層モデルの概念図を示す．部材断面を高さ方向に
対して微小区間 ∆x に分割し，各要素に対して，ひずみの適合条件を適用する．
次に，適切に定めたコンクリートあるいは鋼材の応力ひずみの関係から，各要素
の応力を算出し，力の釣合い条件から，断面耐力あるいは断面応力度を算定する
ことができる．  
M
N
Cc’
Cs’
T
Δx
 
図 4-2-1 積層モデルの概念図 
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 なお，積層モデルを採用するに際して，次の仮定が成立するものとする．  
 
①維ひずみは，断面の中立軸からの距離に比例する．すなわち，部材断面にお
いて，平面保持の仮定が成立するものとする．  
②鋼材のひずみは，その位置のコンクリートのひずみに一致する．  
③コンクリートあるいは鋼材の応力は，適切に定めた応力ひずみの関係から求
める．  
④微小要素に作用する引張応力がコンクリートの引張強度を超えた場合，その
要素の分担引張応力は開放される．  
 
これらの仮定から，鉄筋コンクリートを単に弾性体と捉えるのでなく，応力とひ
ずみの関係に応じた複合体として捉えることが可能である．また，コンクリート
に作用した引張応力を考慮することができるため，ひび割れ発生時の断面応力度
を適切に評価することが可能である．  
 
（１）曲げモーメントを受ける場合 
 図 4-2-2 に曲げモーメントを受ける場合の積層モデルを示す．  
ＲＣ部材の上縁のひずみを εu とした場合，上縁からの距離 h におけるひずみ ε x
は，式（ 4-1）で表される．ただし，本論文では，圧縮を負，引張を正と定義する．  
 
 ux x
hx εε ⋅−=       式（ 4-1）  
 
ここに，  
 x ：中立軸の位置（m）  
 h ：ＲＣ部材の上縁からの距離（m）  
 εu  ：ＲＣ部材の上縁に作用したひずみ（×10- 6）  
 
M
H
d 1
d 2
x
i=n
i=1
i=2
i=3
j=1
j=2
j=m
ひずみ分布 コンクリートの
応力分布
鉄筋の応力分布B
As
As’
εu
H
d 1
d 2
x
H
d 1
d 2
x
 
図 4-2-2 曲げモーメントを受ける部材の積層モデル 
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 また，コンクリートの応力とひずみの関係を表す関数を f(ε x )とすれば，コンク
リートの圧縮力ならびに引張力は，式（ 4-2）および式（ 4-3）に示す微小要素に
作用する力の総和で表される．また，鋼材の応力とひずみの関係を表す関数を  
g(ε x )とすれば，鋼材の圧縮力および引張力は，式（ 4-4）および式（ 4-5）で表さ
れる．なお，コンクリートおよび鋼材の応力とひずみの関係については，４．３
で述べる．  
 
( )∑
=
∆⋅⋅=′
n
i
xc xBfC
1
ε      式（ 4-2）  
( )∑
=
∆⋅⋅=
m
j
xc xBfT
1
ε      式（ 4-3）  
( )∑ ⋅′=′ xss gAC ε       式（ 4-4）  
 
( )∑ ⋅= xss gAT ε       式（ 4-5）  
 
ここに，  
C’c  ：コンクリートの圧縮力（N）  
C’s  ：圧縮鉄筋の圧縮力（N）  
Tt  ：コンクリートの引張力（N）  
Ts  ：引張鉄筋の引張力（N）  
 B ：ＲＣ部材の幅（m）  
 A’s  ：圧縮鉄筋の鉄筋量（m2）  
 As  ：引張鉄筋の鉄筋量（m2）  
 
次に，力の釣合い条件から式（ 4-6）が，モーメントの釣合い条件から式（ 4-7）
がそれぞれ成立する．  
 
scsc TTCC +=′+′       式（ 4-6）  
 
 ( ) ( ) ( ) ( )dxTyxTdxCyxCM stcscc −+−+′−′+′−′=   式（ 4-7）  
 
ここに，  
M ：曲げモーメント（N･m）  
d ：引張鉄筋の有効高さ（m）  
yc  ：コンクリートの圧縮合力の作用位置（m）  
d’ ：圧縮鉄筋の有効高さ（m）  
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yt  ：コンクリートの引張合力の作用位置（m）  
 
 式（ 4-6）および式（ 4-7）から，任意の応力状態における断面耐力および断面
応力度を算出することが可能である．  
 断面耐力および断面応力度の算定におけるフローチャートを図 4-2-3 に示す．
以下，算定フローに沿って詳説する．  
 
 ①断面形状の設定  
 ②第２章で述べた仕事量一定則に基づき，断面内のひずみおよび応力分布を求
める．  
 ③②で求めた応力およびひずみ分布が，外力が加わる前の初期条件となる．な
お，膨張コンクリートでない場合には，すべて零となる．  
 ④圧縮縁コンクリートのひずみ
ε を設定する．  
 ⑤中立軸の位置 x を仮定する．  
 ⑥ひずみの平面保持の仮定から，
外力によるひずみ分布を算定
する．  
 ⑦部材の力学的モデルにより，
⑥のひずみから，各部材の応
力を算出する．  
 ⑧式（ 4-6）の力の釣合い条件を
満足する場合には⑨へ，満足
しない場合には⑤に戻り適切
な中立軸の位置 x を再び仮定
する．  
 ⑨式（ 4-7）より，圧縮縁のコン
クリートのひずみが ε の場合
における断面耐力および断面
応力度を算出する．  
 
上記④において，圧縮縁のコン
クリートのひずみ ε を零から終局
ひずみまで変化させることで，圧
縮縁のコンクリートのひずみ ε を
介して，任意の曲げモーメントを
受けるＲＣ部材の断面応力度ある
いは断面耐力を算出することが可
能である．  
 
START
①断面形状の入力
②仕事量一定則の概念に基づく、
膨張ひずみの算出（図２－４－４参照）
③部材の初期応力状態およびひずみ分布の決定
⑤中立軸xを仮定
⑥ひずみの平面保持から、各層のひずみ分布を算定
⑦部材の力学的モデルより、各層の応力を算定
⑧力の釣合い：式（4-6）
T=C
⑨式（4-7）より、圧縮縁のコンクリートのひずみεのときの
断面耐力および断面応力度（曲げモーメント）を算出
④圧縮縁のコンクリートのひずみεの設定
END
OK
NG
 
 
図 4-2-3 算定フロー 
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（２）曲げモーメントと軸方向力を受ける場合 
 曲げモーメントと軸方向力を受ける場合には，力の釣合い条件から式（ 4-8）が，
モーメントの釣合い条件から式（ 4-9）が成立する．なお，各圧縮力および各引張
力の求め方については，曲げモーメントを受ける場合と同様であるので割愛する． 
 
 TCCCN tsc −−′+′=      式（ 4-8）  
 
 eNM ⋅=    
( ) ( ) ( ) ( )0000 ydTyyCdyCyyC ctscc −+−+′−′+′−′=   式（ 4-9）  
 
ここに，  
N ：軸方向力（N）  
e ：偏心量（m）  
y0  ：図心高さ（m）  
 
 式（ 4-8）および式（ 4-9）よ
り，任意の応力状態における断
面力を算出することが可能であ
る．  
 式（ 4-8）および式（ 4-9）を
満足する解は，無限にあり，通
常は，曲げモーメントと軸方向
力との関係を表す相互作用図で
表現される．なお，終局耐力を
求める際には，予め骨組解析等
で算定した設計断面力を基に，
偏心量 e を定め，相互作用図か
ら偏心量 e に対応する断面耐力
を求めて照査するケースが多い． 
 算定におけるフローチャート
を図 4-2-4 に示す．曲げモーメ
ントを受けるＲＣ部材の算定方
法と異なる点は，①，⑧および
⑨である．すなわち，設計断面
力から算定される偏心量 e を満
足させるように式（ 4-8）および
式（ 4-9）の中立軸の位置 x を求
めるものである．  
 
 
START
①断面形状の入力，設計断面力から偏心量ｅの決定
②仕事量一定則の概念に基づく、
膨張ひずみの算出（図２－４－４参照）
③部材の初期応力状態およびひずみ分布の決定
⑤中立軸xを仮定
⑥ひずみの平面保持から、各層のひずみ分布を算定
⑦部材の力学的モデルより、各層の応力を算定
⑧釣合い：式（4-8）,式（4-9）から、偏心量e’を算定
ｅ＝ｅ’
⑨式（4-8）、式（4-9）より、圧縮縁のコンクリートのひずみεのときの
断面耐力および断面応力度（曲げモーメント、軸方向力）を算出
④圧縮縁のコンクリートのひずみεの設定
END
OK
NG
 
図 4-2-4 算定フロー 
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４．３ 断面解析における部材の力学モデル  
 
（１）普通コンクリートの応力ひずみ曲線 
 コンクリートの応力ひずみ曲線は，土木学会コンクリート標準示方書［構造性
能照査編］ 5）に規定されている式（ 4-10）を適用する．  
 
⎪⎭
⎪⎬
⎫
⎪⎩
⎪⎨
⎧
⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛−⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛⋅=
2
00 '
'
'
'2'' ε
ε
ε
εσ cccdc fk     式（ 4-10）  
ただし，  
85.0'003.01 ≤−= ckfk  
 %35.0
30000
'155
'' ≤−=≥ ckuc fεε  
 
ここに，  
σ’c  ：コンクリートの圧縮応力（N/mm2）  
f ’ c k  ：コンクリートの設計基準強度（N/mm2）  
f ’ c d  ：コンクリートの設計強度（N/mm2）  
ε’c  ：コンクリートのひずみ  
ε’0  ： 0.2% 
ε’u  ：終局ひずみ  
 
 一方，コンクリートの引張域における応力ひずみ曲線は，本論文では式（ 4-11）
を適用する．すなわち，圧縮域と同様に２次曲線を考える．また，引張ひずみの
限界は 150×10- 6 とした．  
 
⎪⎭
⎪⎬
⎫
⎪⎩
⎪⎨
⎧
⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛−⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛⋅=
2
00
2 ε
ε
ε
εσ tttdt fk      式（ 4-11）  
 
ここに，  
k ：係数（ 1.0）  
f t d  ：コンクリートの引張強度（N/mm2）  
ε t  ：コンクリートの引張ひずみ  
ε0  ： 0.015％  
 
また，コンクリートの引張強度は，圧縮強度の関数として式（ 4-12）で表現さ
れることから，これを式（ 4-10）に代入して，式（ 4-13）を得る．  
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 3223.0 cktk ff ′⋅=       式（ 4-12）  
 
 
⎪⎭
⎪⎬
⎫
⎪⎩
⎪⎨
⎧
⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛−⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛′⋅⋅=
2
00
32 223.0 ε
ε
ε
εσ cccdt fk     式（ 4-13）  
 
 式（ 4-10）および式（ 4-13）を図化して図 4-3-1 に示す．なお，引張側を正と
した．  
 
f'ck（N/mm2）
-70
-60
-50
-40
-30
-20
-10
0
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-3500 -2500 -1500 -500 500
コンクリートのひずみ（×10-6）
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
応
力
（N
/m
m
2 ）
30
50
70
 
f'ck（N/mm2）
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-2
-1
0
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2
3
4
5
-200 -100 0 100 200
コンクリートのひずみ（×10-6）
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
応
力
（N
/m
m
2 ）
30
50
70
 
a) 圧縮側    b) 引張側 
 
図 4-3-1 コンクリートの応力ひずみ曲線 
 
 
 
← ←
sσ sσ
sss E εσ ⋅=
yds f=σ
sε sε
sss E εσ ⋅=
( ) sss E εσ ⋅= 100
 
 
図 4-3-2 鋼材の応力ひずみ曲線 
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（３）鋼材の応力ひずみ曲線 
 鋼材の応力ひずみ曲線は，土木学会コンクリート標準示方書［構造性能照査編］
5）では「検討の目的に応じて適切な形を仮定するものとする」と記載されており，
一般に，図 4-3-2 に示す曲線を用いてよい．本論文では，特に記述がない場合に
は，図 4-3-2 を用いる．なお，図 4-3-2 には，降伏後の応力負担を考慮したモデ
ルの一例も示している．降伏後の弾性係数は，降伏前の１００分の１と仮定して
いる．  
 
４．４ 膨張コンクリートの取扱い  
 
（１）膨張コンクリートの力学モデル 
 膨張コンクリートの膨張が鉄筋などの拘束体により拘束されると，コンクリー
トには圧縮応力が，拘束体には引張応力が導入される．図 4-4-1 は，これらの関
係をひずみで整理したものである．すなわち，膨張コンクリートの膨張が鉄筋な
どで拘束されると，膨張コンクリートにはε c の圧縮ひずみが，鉄筋には ε s の引
張ひずみが生じて，式（ 2-4）に示す釣り合いをとる．  
 図 4-4-2 に，第２章で記した膨張コンクリートのひずみおよび応力分布の概念
図を記す．図 4-4-2 に示す εx および σ x は，長さ変化率およびコンクリートのケミ
カルプレストレスである．一方， d)
に示す εc は，図 4-4-1 に示すコンク
リートの圧縮ひずみである．したが
って，膨張コンクリートの積層モデ
ルを解く上では，外力が零における
コンクリートの圧縮ひずみの分布と
なる．   
 図 4-4-3 に，外力が零における膨
張コンクリートの応力ひずみ曲線の
概念を示す．図 4-4-3 a)より，膨張
 
打設直後
無拘束膨張
拘束膨張
1
εs
εc
膨張コンクリート
拘束体（鉄筋）
 
図 4-4-1 概念図 
 
As1
As2
εx σx
a）断面 b）ひずみ分布
（長さ変化率）
c）応力分布 d）コンクリートの
圧縮ひずみ分布
εc
 
 
図 4-4-2 断面のひずみおよび応力分布の概念図 
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コンクリートは，初期にケミカルプレストレスが導入されているため，一般的な
応力ひずみ曲線にケミカルプレストレスの分だけ移動させた位置を外力に対する
零点とする必要がある．一方，図 4-4-3 b)に示す鋼材も同様に，ケミカルプレス
トレインだ移動させた状態が，外力に対する零点となる．   
 
（２）仕事量の概念と膨張コンクリートの圧縮ひずみ 
 積層モデルの適用において，ひずみの取扱いがポイントとなることは前に述べ
た．そして，膨張コンクリートの膨張による初期の圧縮ひずみ分布を知る必要が
ある．したがって，以下の手法を採用する．  
 仕事量一定則の概念に基づき，図 2-4-4 に示すような膨張コンクリートのケミ
カルプレストレスが得られた場合，膨張コンクリートの圧縮ひずみ ε’c p は，式
（ 4-10）を用いて，式（ 4-14）で表すものとした．  
 
⎪⎭
⎪⎬
⎫
⎪⎩
⎪⎨
⎧
⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛−⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛⋅=
2
00 '
'
'
'
2'' ε
ε
ε
εσ cpcpcdcp fk     式（ 4-14）  
 
ここに，  
σ’c p：膨張コンクリートのケミカルプレストレス（N/mm2）  
ε’c p：膨張コンクリートの圧縮ひずみ  
 
ケミカル
プレストレス
ケミカル
プレストレイン
←原点移動 ←原点移動
cσ ′
cfk ′⋅
sσ
yds f=σ
cε ′ sε
 
a)コンクリート     b)鋼材  
 
図 4-4-3 膨張コンクリートにおける部材の応力ひずみ曲線 
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４．５ 曲げモーメントを受けるＣＰＣ部材の断面力  
 積層モデルを用いて，曲げモーメ
ントを受けるＣＰＣ部材の力学的挙
動について述べる．  
 
（１）断面条件 
算定断面の形状寸法を図 4-5-1 に，
部材の物性を表 4-5-1 に示す．算定
水準は，ＪＩＳ膨張試験での 200×
10- 6 および 500×10- 6 の長さ変化率を
有する２水準の膨張コンクリートに，
普通コンクリートの１水準を加えた
３水準とした．また，圧縮鉄筋の鉄
筋比を２水準として，表 4-5-2 に示
す合計６水準を算定の対象とした．
なお，終局限界は，圧縮縁のコンク
リートのひずみが 3500×10- 6 に達し
た段階とした．また，積層モデルは，
断面の高さ方向に対して 200 分割と
した．  
 
（２）膨張ひずみ 
 第２章に示した仕事量一定則に基
づき，膨張ひずみ εx 分布およびケミ
カルプレストレス σ c p 分布を算出し
た．それらの結果を図 4-5-2 に示す． 
 図 4-5-2 より，拘束が大きい部材
の下縁は，ケミカルプレストレイン
は小さいが，コンクリートには大き
なケミカルプレストレスが導入され
る．また，基準となる膨張ひずみの
大きさに応じて，導入されるケミカ
ルプレストレスは異なる．  
 
（３）初期条件 
 図 4-5-3 に，図 4-5-2 で得られたケミカルプレストレス σ c p 分布から式（ 4-14）
より算出したコンクリートの圧縮ひずみ ε’c p 分布を示す．また，鉄筋のケミカル
プレストレインを表 4-5-2 に示す．これらが外力を受ける前の初期条件となる．  
初期条件の代表例として，図 4-5-4 に Case1-2 のひずみ分布および応力分布を
示す．なお，図 4-5-4 a)の鉄筋の応力は， 10 分の１に縮小して描いている．  
 
単位幅：1000mm
500m
m
p’
450m
m
50m
m
p
500m
m
450m
m
50m
m
 
図 4-5-1 算定断面の形状寸法 
 
表 4-5-1 算定条件 
項目  値※  備考  
コンクリート    
f ’ c k（ MPa）  30.0  
γm  1 .3（ 1.0）  JSCE 
鉄筋    
f y（ MPa）  295 SD295 
Es（ MPa）  200000 JSCE 
γm  1 .0  JSCE 
γb  1 .15（ 1.0）  JSCE 
※  括弧内は，使用時の検討  
 
表 4-5-2 算定水準 
鉄筋比（％）  
 
p’  p  
ε s※  
（×10- 6）
Case1-1 0 
Case1-2 200 
Case1-3
0.30 0.60 
500 
Case2-1 0 
Case2-2 200 
Case2-3
0.15 0.60 
500 
※ＪＩＳ膨張試験の結果として  
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Case1-2
0
100
200
300
400
500
-2.0 0.0 2.0 4.0 6.0
初期の応力状態（N/mm2）
上
端
か
ら
の
距
離
（m
） 圧縮鉄筋（×10N/mm
2）
引張鉄筋（×10N/mm2）
Case1-2
0
100
200
300
400
500
-400 -200 0 200 400
初期のひずみ分布（×10-6）
上
端
か
ら
の
距
離
（m
）
引張鉄筋
圧縮鉄筋
 
a) 応力分布    b) ひずみ分布 
 
図 4-5-4 Case1-2 における初期の応力分布およびひずみ分布 
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図 4-5-3 圧縮ひずみ εcp 分布 
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a) 膨張ひずみ分布   b) ケミカルプレストレス分布 
 
図 4-5-2 膨張ひずみ 
 
表 4-5-3 鋼材のケミカルプレストレイン 
 圧縮鉄筋
（×10- 6）  
引張鉄筋  
（×10- 6）  
Case1-1 0 0 
Case1-2 291 184 
Case1-3 726 461 
Case2-1 0 0 
Case2-2 428 174 
Case2-3 1071 436 
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（４）曲げ耐力 
 曲げ耐力は，図 4-2-3 のフロー
チャートにおける④のコンクリー
トの圧縮縁のひずみを終局ひずみ
として算定すれば良い．図 4-5-5
に算定結果を示す．なお，終局ひ
ずみは 0.35%とした．  
 図 4-5-5 より，終局耐力は，膨
張材の有無や，膨張コンクリート
であっても膨張ひずみの大小によ
って大きく変わらない．すなわち，
終局時の曲げ引張耐力は，引張鉄
筋の降伏によってもたらされるた
めであり，導入されたケミカルプ
レストレスの影響は小さい．  
一方，曲げひび割れ発生時の曲
げモーメントは，膨張ひずみが大
きく導入されるほど高くなる．初
期状態として膨張材により導入さ
れるコンクリートのケミカルプレ
ストレスが，ひび割れ抵抗性に寄
与したためである．  
 
（５）曲げ応力度 
 曲 げ 応 力 度 の 算 定 に は ， 図
4-2-3 のフローチャートにおける
④のコンクリートの圧縮縁のひず
みを零から終局ひずみまでの間で
任意に設定することで，その状態
における断面応力度を算出するこ
とができる．図 4-5-6 に算定結果
の代表例として，曲げモーメント
と引張鉄筋のひずみとの関係を示
す．図 4-5-6 に示すように，ＣＰ
Ｃ部材では，鉄筋にケミカルプレ
ストレインに応じた応力が導入さ
れているため，同一の曲げモーメ
ントを受ける場合のＣＰＣ部材の
引張鉄筋のひずみは，ＲＣ部材に
比べて，ケミカルプレストレイン
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図 4-5-5 曲げひび割れ発生時の 
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の分だけ小さくなる．詳細については，第５章で述べる．  
 
４．６ 曲げモーメントと軸方向力を受けるＣＰＣ部材の断面力  
積層モデルを用いて，曲げモーメントと軸方向力を受けるＣＰＣ部材の終局時
の断面耐力について述べる．  
 
（１）断面算定の条件 
 断面条件と算定水準は，４．５のとおりとした．また，終局時の圧縮縁のコン
クリートのひずみは 0.35％とした．  
 
（２）終局時の相互作用図 
 図 4-6-1 に曲げ耐力と軸方向耐力との関係を表す相互作用図を示す．図 4-6-1
に示すように，終局時の相互作用図は，膨張材の混和により，大きく変わること
はない．  
 
４．７ せん断に対する検討  
 曲げモーメントと軸方向力とを受けるＲＣ部材のせん断耐力は，①コンクリー
トが受け持つせん断力，②せん断補強筋が受け持つせん断力，③ひび割れを切る
鉄筋のホゾの噛み合わせによるせん断力，④ひび割れを切る粗骨材の噛み合わせ
によりせん断力の和で表される．しかし，③や④のせん断力の定量化は困難であ
ることから，①および②のせん断力を算定の対象とすることが一般的である．  
 曲げモーメントおよび軸方向力を受けるＲＣ部材のせん断破壊は，せん断スパ
ン内に生じた曲げひび割れが，斜めひび割れに進展し，せん断補強筋が降伏した
場合に，大きな変形を呈して破壊に至る．せん断補強筋が配置されていない場合
には，斜めひび割れの発生と同時に急激にせん断破壊に至る．  
斜めひび割れの発生は，せん断力が，コンクリートのせん断耐力を超えた場合
に発生する．コンクリートが受け持つせん断力は，コンクリートの強度や断面条
件により決定されるだけでなく，せん断スパンと有効高さの比や軸方向力の影響
を受ける．せん断耐力に及ぼす軸方向力の影響は，部材の曲げ耐力と軸方向力に
より作用した引張縁の応力を打ち消すための曲げモーメントとの比に関連するこ
とが，多くの実験結果から明らかとなっている．一方，せん断補強筋が受け持つ
せん断耐力は，一般にトラス理論が適用される．  
ＣＰＣ部材では，膨張材によるケミカルプレストレスが，軸方向力と同じよう
に作用する．したがって，コンクリートのせん断耐力を算定する際に，これを考
慮する必要がある．本論文では，以下に述べる土木学会コンクリート標準示方書
［構造性能照査編］ 5）に示されているせん断耐力の算定方法を採用し，ケミカル
プレストレスを考慮する方法について述べる．  
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（１）斜めひび割れ発生時の設計せん断耐力の算定式 
 ＲＣ部材のせん断耐力 Vy d は，コンクリートが受け持つせん断耐力 Vc d とせん断
補強筋の受け持つせん断耐力 Vs d の和で表される．土木学会コンクリート標準示
方書［構造性能照査編］ 5）では，式（ 4-15）を適用している．  
 
 sdcdyd VVV +=       式（ 4-15）  
 ここに， bwvcdnpdcd dbfV γβββ /=   
  320.0 cdvcd ff ′=  
  4 1 dd =β  
33 100100
db
A
P
w
s
vp ⋅==β  
)0(21
)0(1
0
0
<′+=
≥′+=
dd
ddn
NMM
NMMβ
 
ただし， 20 ≤< nβ  
( )[ ] bssswydwsd zsfAV γαα //cossin +⋅⋅=  
 
As   ：引張側鋼材の断面積（mm2）  
bw   ：腹部の幅（mm）  
Aw   ：せん断補強筋の配置間隔 ss におけるせん断補強筋の断面積（mm2） 
M0  ：設計曲げモーメント Md に対する引張縁において，軸方向力 Nd に  
よって発生する応力を打ち消すのに必要な曲げモーメント（デコン
プレッションモーメント）  
fw y d  ：せん断補強筋の設計降伏強度（N/mm2）  
α s   ：せん断補強筋が部材軸となす角度（°）  
z   ：圧縮応力の合力の作用位置から引張鋼材図心までの距離（mm）  
 
（２）腹部コンクリートの斜め圧縮破壊耐力 
 せん断補強筋の配置量が多い場合，せん断補強筋が降伏する前に，腹部コンク
リートの圧縮破壊によって部材が破壊に至ることがある．土木学会コンクリート
標準示方書［構造性能照査編］ 5）では，このような斜め圧縮破壊に対する照査も
行うことになっている．  
 コンクリート標準示方書では，国内外の規定ならびに実験結果を基に，安全側
となるように，式（ 4-16）を採用している．  
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b
w
wcdvwxd
db
fV γ
⋅=       式（ 4-16）  
  
ここに，  
cdwcd ff ′= 25.1  
bw：腹部の幅（mm）  
d ：有効高さ（mm）  
 
なお，腹部の幅 bw は，断面の形状により，その取扱いが異なるので，コンクリー
ト標準示方書を参考にして，決定する必要がある．  
 
（３）ＣＰＣ部材のせん断耐力 
ＣＰＣ部材では，軸方向にケミカルプレストレスが導入されているため，せん
断耐力の算定に際して，これを適切に考慮する必要がある．  
軸方向力の影響は，式（ 4-15）における係数 βn に考慮される．係数 βn には，設
計曲げモーメント Md と，設計曲げモーメント Md に対する引張縁において，軸方
向力 Nd によって発生する応力を打ち消すのに必要な曲げモーメント（以下，デコ
ンプレッションモーメントと称す）M0 が，パラメータとして含まれる．  
ＣＰＣ部材のデコンプレッションモーメントの算定の概念を図 4-7-1 に示す．
ＣＰＣ部材では，軸方向の応力に，ケミカルプレストレスが加算されるため，こ
れを打ち消すための曲げモーメントは，ＲＣ部材に比べて大きくなる．また，軸
方向力を受けないＣＰＣ部材では，単にケミカルプレストレス分が加算されるた
め，デコンプレッションモーメントは，ケミカルプレストレスに応じた大きさを
得ることになる．  
図 4-5-1 に示した断面において，設計曲げモーメントを 100kNm とした場合の，
設計軸圧縮力 Nd’と M0 との関係を図 4-7-2 に示す．また，図 4-7-3 に設計軸圧縮
力 Nd’とせん断耐力 Vy d との関係を示す．なお，せん断補強鉄筋は，材質が SD295，
 
Comp. Comp.
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Axual stress Stress of decompression moment Combined stress
Chemical
pre-stress
Comp.
Comp.
+ + =
 
 
図 4-7-1 ＣＰＣ部材のデコンプレッションモーメント 
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呼び径が D13 を 150mm 間隔で配
置することを想定した．また，デ
コンプレッションモーメントを算
出する際，ＣＰＣ部材の下縁のケ
ミカルプレストレスを用いると過
大評価となるため，膨張による鉄
筋に生じる引張力を部材の断面積
で除した均等なケミカルプレスト
レスを用いて，M0 を算出した．  
図 4-7-2 および図 4-7-3 より，
部材の軸方向にケミカルプレスト
レスを考慮することで，デコンプ
レッションモーメントが増加し，
コンクリートの受け持つせん断耐
力が大きくなる．  
腹部コンクリートの斜め圧縮破
壊耐力は，コンクリートの圧縮強
度および部材断面の形状により決
定されるため，膨張材によるケミ
カルプレストレスおよびケミカル
プレストレインの影響は小さい．
このため，腹部コンクリートの斜
め圧縮破壊耐力の算定は，ＲＣ部
材と同様に取り扱って良い．  
以上より，仕事量一定則により
ＣＰＣ部材のケミカルプレストレスならびにケミカルプレストレインの分布を適
切に求め，ケミカルプレストレスの効果をデコンプレッションモーメントとして
考慮することで，せん断耐力を適切に評価することが可能である．  
 
４．８ ボックスカルバートの載荷実験  
 
（１）はじめに 
 膨張コンクリートのケミカルプレストレスおよびケミカルプレストレインを仕
事量一定則に基づいて考慮した積層モデルの検証を目的として，膨張コンクリー
トを用いたボックスカルバートの載荷実験を行い，解析値と比較検討した結果に
ついて述べる．  
 
（２）実験概要 
 載荷実験は，図 4-8-1 に示すボックスカルバートを作製し，等曲げモーメント
区間を有する４点載荷とした．ボックスカルバートの内空断面は，幅が 1000mm，
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高さが 400mm とした．部材断面は，頂版，側壁および底版のいずれも幅が 150mm，
高さが 100mm として，圧縮鉄筋および引張鉄筋には呼び名が D10 をそれぞれ２
本ずつ配置した．コンクリートの配合を表 4-8-1 に示す．なお，セメントには早
強ポルトランドセメントを，膨張材にはエトリンガイト系の膨張材を使用した．
また，鋼材は， SD345 を使用した．鋼材の降伏強度は 385N/mm2 であった．  
 測定項目は，頂版，側壁および底版の引張鉄筋のひずみとして，部材の長さ方
向の分布を測定した．  
 
（３）解析条件 
 図 4-8-1 に示す載荷条件において，ボックスカルバートの頂版および底版には
曲げモーメントとせん断力が，側壁には曲げモーメントと軸方向力とが同時に作
用する．図 4-8-2 に，最大荷重の 52％のときの断面力図を示す．なお，実験では
載荷前のひずみを初期値としているため，骨組解析においては永久荷重（自重）
を考慮していない．また，隅角部の剛域は，部材の高さの２分の１の範囲として，
その部分の断面二次モーメントを１００倍として考慮した．  
 断面解析において，コンクリートの圧縮強度には 50N/mm2 を，基準となる膨張
ひずみにはＪＩＳ膨張試験における値の 600×10- 6 を用いた．  
 
（４）実験結果 
図 4-8-3 に，最大荷重の 52％のときの引張鉄筋のひずみの測定結果と解析値を
示す．また，普通コンクリートを用いた場合の解析結果を破線で併記する．  
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a) 形状寸法および載荷条件      b) 断面 
 
図 4-8-1 形状寸法および載荷条件 
 
表 4-8-1 コンクリートの配合 
単位量（ kg/m3）  
配合  
W/C 
（％）  
s /a  
（％）
Air  
（％） Ｗ  Ｃ  ＥＸ  
膨張コン  38.5 36 1.5 173 383 68 
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 図 4-8-3 a)に示すように，ボックスカルバートの頂版，底版および側壁のいず
れにおいても，引張鉄筋のひずみの解析値は，実測値とほぼ一致していることが
確認できる．また，曲げモーメントと軸方向力とが同時に作用する側壁において
も，これを適切に評価することが可能である．普通コンクリートと比較した場合
では，前節で述べたように，ケミカルプレストレインの分だけ，外力に対する引
張鉄筋のひずみが小さくなっている．  
ボックスカルバートはラーメン構造であり，その隅角部には，鋼材以外の外的
な拘束（以後，構造拘束）が加わる．したがって，ラーメンの構造解析において
は，節点部やハンチ部に剛域を考慮することを原則 5）としている．この場合，隅
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図 4-8-2 最大荷重の 52％における 
断面力図 
  
C.L.
0 2000×10-61000
頂版
底版
側壁
a) 隅角部の剛域を考慮した場合 
 
 
C.L.
0 2000×10-61000
頂版
底版
側壁
 
b) 隅角部の剛域を考慮しない場合 
 
図 4-8-3 引張鉄筋のひずみの比較 
実測値：膨張コン
解析値：膨張コン
解析値：普通コン
 53
角部の断面二次モーメントを一般部の１００倍程度に設定する 6）．図 4-8-3 a)に
示すように，頂版および底版の隅各部近傍では，発生する曲げモーメントが大き
くなり，引張鉄筋のひずみの解析値が実測値を上回っている．さらに，軸方向力
が加わる側壁においても同様な傾向を示した．一方，図 4-8-3 b)に示すように，
剛域を考慮しない場合では，隅各部近傍で発生する曲げモーメントが小さくなり，
頂版および底版では，実測値にほぼ一致するものの，側壁においては外力による
引張鉄筋のひずみを過小に評価し，危険側となる．  
以上の結果より，隅角部における構造拘束の影響は評価できないものの，提案
したモデルは，実用上，構造体にも適用できるものと考える．  
 
４．９ ラーメン構造における隅角部の影響を考慮した簡易モデル  
 
（１）はじめに 
膨張コンクリートの仕事量一定則によれば，大きな拘束が作用する場合には，
導入されるケミカルプレストレスが大きくなり，逆に拘束体のケミカルプレスト
レインは小さくなる．しかしながら，２．３で述べたように，拘束が著しく大き
い状態において仕事量一定則を適用した場合には，ケミカルプレストレスを過大
に評価する傾向にある．  
ラーメン構造の隅角部では，構造拘束の大きさにもよるが，ケミカルプレスト
レインが小さくなることが想定される．前節では，構造体への適用について，実
験的に検証したが，本節では，隅角部の構造拘束の影響を，幾つかの仮定の基に，
簡易的に評価する手法を述べ，構造体への適用について考察を行った．  
 
（２）拡張した仕事量一定則 
 ボックスカルバートの頂版に着目した場合，図 4-9-1 に示すように部材の断面
内では，コンクリートのケミカルプレストレスと鉄筋の引張力とが釣り合った状
態にある．  
一方，隅角部では，構造拘束により，側
壁が頂版の膨張を拘束する．言い換えれば，
頂 版が 側壁 を押 すこ とに なる ．こ れを 図
4-9-2 に示すような頂版の膨張コンクリー
トが側壁を押す片持ちはりに置き換えたモ
デルを考える．  
片持ちはりの変位 δ は，ケミカルプレス
トレインによる頂版部材の変位量と等しい
ものと仮定した場合，荷重 P は，容易に算
出することができる．荷重 P を式（ 2-11）
および式（ 2-12）の力の釣合い条件に追加
することで，隅角部の構造拘束を簡易に評
価することが可能である．  
 
ケミカル
プレストレス：Cp 鉄筋の
引張力：T1，T2
力の分布
 
 
図 4-9-1 断面内の応力分布 
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 厳密には，側壁は片
持ちはりでないため，
各隅角部における変位
を考慮し，各部材間で
の力の釣合い条件を考
慮する必要がある．し
かし，本論文では，計
算を容易にするために，
部材を独立したモデル
に置き換えた．  
 
（３）推定フロー 
 推定における仮定を
以下にまとめる．  
  ①部材のケミカルプレストレスおよびケミカルプレストレインは，部材の主
に長さ方向に一様である．なお，実際には，外的な拘束から離れるに従っ
て，その拘束の影響は小さくなるが，外的な拘束の影響範囲を明確にでき
ないため，これは無視する．  
  ②部材の分解において，それぞれ独立したモデルを適用する．なお，厳密に
は，部材の分解は，各部材の力の釣合い条件を相互に満足させる必要があ
るが，計算の煩雑さを避けるため省略する．  
  
 推定フローを図 4-9-3 に示す．  
  ① εb， εu を仮定する．  
②式（ 2-7）において，膨張ひずみの断面分布を算出する．  
③（ Step.A）検討部材の長さ L に，平均的な膨張ひずみ ε を乗じて，検討部
材の長さ変化量 ∆L を算出する．  
④（ Step.A）片持ちはりモデルに対して，片持ちはりの変位量 δ が，検討部
材の長さ変化量 ∆L と等しくなる荷重 P を算出する．  
⑤②で得られた膨張ひずみの断面分布に対して，式（ 4-17）からコンクリー
トの膨張力および鉄筋の引張力を算出する．なお，式（ 4-17）は，式（ 2-11）
の左辺の第３項に，荷重 P を加えたものである．  
 
 012
1
0
=−⋅⋅−⋅ ∑∫
=
PEAsdxbU s
n
i
ii
h
x
εε     式（ 4-17）  
 
⑥同様に，式（ 4-18）から断面の下縁のモーメントを算出する．  
 
頂版長さ：ｌ
側
壁
高
さ
：h
変位：δ
荷重：P
荷重：P
a）部材の分解 b）片持ちはりによるモデル化
側
壁
高
さ
：h
図 4-9-2 構造拘束の簡易モデル 
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εε    式（ 4-18）  
 
⑦式（ 4-17）および式（ 4-18）において，コンクリート，鉄筋および構造拘
束による反力の力あるいはモーメントの差が許容範囲（零）であれば終了
する．許容範囲外であれば，再び，①に戻り εb， εu を仮定して，同様の操
作を繰り返す．   
 
（４）構造拘束を簡易に評価した場合のケミカルプレストレス分布 
 ４．８のボックスカルバートの頂版に作用したケミカルプレストレス分布およ
びケミカルプレストレインの分布を図 4-9-4 に示す．  
 図 4-9-4 より，簡易モデルを適用して構造拘束を評価した結果，構造拘束を無
視した場合に比べて，ケミカルプレストレスで約 0.05N/mm2 の増加し，ケミカル
プレストレインで約 13×10- 6 の減少を示した．その影響は，非常に小さいことが
START
εb,εuを仮定
式（2-7）による膨張ひずみ分布の算出
式（4-17）左辺第１項 コンクリートの膨張力の合計を算出（A）
式（4-17）左辺第２項 鉄筋の引張力の合計を算出（B）
式（4-18）左辺第１項 （A）の下縁におけるモーメントを算出（C）
式（4-18）左辺第２項 （B）の下縁におけるモーメントを算出（D）
（A）-（B）＜許容誤差
（C）-（D）＜許容誤差
εb,εuが決定
END
Yes
No
Step.A
  
検討部材の長さ変化量を算出
ε≒εb or εu or 平均値
長さ変化量Δｌ＝部材長さｌ×ε
片持ちはりモデルにおける
変位量δ＝Δｌを満足する荷重Pを算出
 
 
a) 全体のフローチャート   b) Step.A 
 
図 4-9-3 フローチャート 
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確認できる．  
 図 4-9-5 に，頂版の引張鉄筋のひずみの分布を示す．図 4-9-5 により，構造拘
束の影響は僅かであるが，構造拘束を考慮したことで，ケミカルプレストレイン
が小さくなり，その分，外力に対する引張鉄筋のひずみが増加していることが再
現されている．  
 提案した簡易モデルは，「部材のケミカルプレストレスおよびケミカルプレスト
レインは，部材の主に長さ方向に一様である」と仮定しており，構造拘束力を部
材の全般に均等に配分する考え方である．したがって，構造拘束の有無の影響は，
小さかったものと考えられる．実際には，構造拘束の影響範囲が存在するため，
これを考慮する必要がある．  
 
（５）今後の課題 
 提案した簡易モデルは，隅角部における構造拘束力 P とこれに応じた変位量 δ
の関係を片持ちはりに置き換え，変位 δ はケミカルプレストレインに応じた長さ
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a) ケミカルプレストレス   b) ケミカルプレストレイン 
 
図 4-9-4 ケミカルプレストレスおよびケミカルプレストレインの分布  
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a) 頂版      b) 底版 
 
図 4-9-5 引張鉄筋のひずみ 
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変化量 ∆L に等しいことを利用したものであるが，構造拘束を十分に再現するこ
とはできなかった．しかしながら，この考え方は，例えば式（ 4-17）に示したよ
うに構造拘束力を仕事量一定則における力の釣合い条件に直接採り入れることが
可能である．したがって，適切なモデルを選択することで，これを仕事量一定則
に簡易に組み込めることを示唆したものである．適切なモデルの検討については，
今後の課題とするが，構造拘束の影響は，その影響範囲が存在し，これを何らか
の形で表現できれば，部材の主に長さ方向に一様に分布するケミカルプレストレ
スおよびケミカルプレストレインの分布を配分することができ，さらに精度の良
い推定モデルを構築できるものと思われる．  
 
４．１０ まとめ  
 膨張材の効果を仕事量一定則によりケミカルプレストレインおよびケミカルプ
レストレスとして評価し，これを積層モデルに採り入れ，断面耐力の算定を実施
した．その結果，以下の結論を得た．  
 
（１）膨張材の効果を仕事量一定則により，ケミカルプレストレスおよびケミカ
ルプレストレインとして，積層モデルに採り入れることができる．  
（２）ＣＰＣ部材の応力とひずみの関係において，仕事量一定則により得られた
ケミカルプレストレスおよびケミカルプレストレインは，それらの分だけ
応力ひずみ曲線の原点を移動させることにより，これらを考慮することが
できる．  
（３）曲げモーメントを受けるＣＰＣ部材の曲げ引張耐力は，鋼材の降伏による
影響が大きく，膨張材によるケミカルプレストレスあるいはケミカルプレ
ストレインの及ぼす影響は小さい．また，曲げモーメントと軸方向力とを
受けるＣＰＣ部材においても，終局時の相互作用図は，ＲＣ部材と同程度
であることから，終局耐力の検討は，ＲＣ部材と同様として良い．  
（４）曲げモーメントとせん断力を受けるＣＰＣ部材の終局時のせん断耐力は，
ＣＰＣ部材の軸方向にケミカルプレストレスが作用することで，デコプレ
ッションモーメントが大きくなり，コンクリートの受け持つせん断耐力が
大きくなる．また，これを適切に評価することで，せん断耐力を算定する
ことができる．  
（５）構造体レベルにおける提案したモデルの検証を目的として，ボックスカル
バートを対象として載荷実験を実施した結果，部材レベルと同様に，外力
に対する引張鉄筋のひずみは，ケミカルプレストレインの分だけ，小さく
できることが確認された．  
（６）ラーメン構造の隅角部における構造拘束の影響を，片持ちはりによる簡易
モデルを用いて，仕事量一定則に適用した結果，構造拘束の影響を再現す
るには至らなかったが，適切なモデルを選択することで，構造拘束を考慮
した仕事量一定則に拡張できることが示唆された．  
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第５章 膨張コンクリートによるひび割れ幅の制御  
 
５．１ はじめに  
膨張コンクリートは，膨張力の大きさにより，収縮補償用コンクリートおよび
ケミカルプレストレス導入用コンクリートに大別 1）， 2）される．収縮補償用コン
クリートは，ケミカルプレストレスが乾燥収縮に起因する引張応力を相殺あるい
は低減させる程度の膨張力を有するコンクリートである．一方，ケミカルプレス
トレス導入用コンクリートは，鉄筋に導入されたケミカルプレストレインが，乾
燥収縮などにより，その一部が打ち消されても残存するような膨張力を有するコ
ンクリートである．しかし，同じ膨張性状を有していても，鉄筋などの拘束体の
程度により，機能上，収縮補償用コンクリート，ケミカルプレストレス導入用コ
ンクリートあるいは両者の機能を有するコンクリートとして挙動する．このよう
に，膨張コンクリートは，コンクリートのひび割れを抑制する機能を有し，ＣＰ
Ｃ部材を適切に設計する上では，ひび割れの発生あるいはひび割れ幅の制御を適
切に評価することが要となる．  
第４章では，積層モデルにより，ＣＰＣ部材の断面耐力の算定方法について述
べた．一方，鋼材が降伏する前の使用時においては，膨張コンクリートによるケ
ミカルプレストレインおよびケミカルプレストレスが，ＣＰＣ部材の力学的挙動
に及ぼす影響が大きく，使用性の検討において，これを適切に考慮することが重
要である．  
 本章では，膨張コンクリートの挙動が使用時の設計に及ぼす影響を，ひび割れ
幅の制御の観点から述べる．  
 
５．２ 使用性の検討  
土木学会コンクリート標準示方書［構造性能照査編］ 3）では，使用性の検討に
おける照査として「ひび割れに対する検討」が記載されている．この照査では，
使用時に想定されるひび割れ幅が，環境条件やかぶりから定まる許容ひび割れ幅
以下であること確認する．この照査は，鋼材位置における塩化物イオン濃度の検
討にも影響する．  
 本節では，使用性の検討における許容ひび割れ幅とひび割れ幅の算定方法につ
いて述べる．  
 
（１）許容ひび割れ幅 
 許容ひび割れ幅は，構造物の使用目的，環境条件，部材の条件等を考慮して定
めることを原則としている．鋼材の腐食に対する場合には，環境条件，かぶりお
よび鋼材の種類に応じて，表 5-2-1 のように定められている．また，水密性に対
するひび割れに対しては，表 5-2-2 が目安とされている．  
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（２）曲げひび割れ幅 
ＲＣはりの曲げひび割れに関しては，数多くの研究成果に基づき，古くから種々
の算定式が提案されてきた．その中で，力の釣合い条件において，鉄筋とコンク
リートの付着強度はコンクリートの引張強度に比例するとの仮定を用いて導かれ
たひび割れ間隔の理論式が，長い間中心的な位置を占めてきた．  
角田 4）は，異形鉄筋の付着強度がコンクリートの引張強度だけでなく，かぶり，
鉄筋径および有効コンクリートの断面積にも関係するようにひび割れ間隔の式を
一般化し，同時に実験データから得られた付着強度と各要因の関係を一般化した
式を用いることで，かぶりのみをパラメータとした簡易なひび割れ間隔の算定式
を提案した．また，丸山 5）， 6）らは，基礎となる角田の理論について，主鉄筋が
一段配筋の場合には十分正確な結果を得られるが，構造物の大型化に伴い主鉄筋
が多段に配置された場合では，算定精度の低下が認められるとの報告を行ってい
る．それに伴い，2002 年制定の土木学会コンクリート標準示方書［構造性能照査
編］3）には，鉄筋の段数およびコンクリート強度の影響を考慮した式（ 5-1）が定
められた．  
 
( ){ } ⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ′+−+⋅⋅⋅= csd
s
se
s E
cckkkw εσφ7.041.1 321    式（ 5-1）  
 
ここに，  
w ：ひび割れ幅（mm）  
k1  ：鋼材の表面形状がひび割れ幅に及ぼす影響を表す係数  
k2  ：コンクリートの品質がひび割れ幅に及ぼす影響を表す係数で式（ 5-2）
による  
表 5-2-1 鋼材の腐食に対する許容ひび割れ幅（mm） 3）  
鋼材の腐食に対する環境条件  
鋼材の種類  
一般の環境  腐食性環境  
特に厳しい  
腐食性環境  
異形鉄筋・普通丸鋼  0 .005c 0.004c 0.0035c 
ＰＣ鋼材  0 .004c －  －  
c：かぶり（ mm）  
 
表 5-2-2 水密性に対するひび割れ発生制御および許容ひび割れ幅の目安 3）  
要求される水密性の程度  高い水密性を確保  一般の水密性  
軸引張力  － 1 )  0 .1mm 卓越する  
作用断面力  曲げモーメント 2 )  0 .1mm 0.2mm 
1)作 用 断 面 力 に よ る コ ン ク リ ー ト の 応 力 は 全 断 面 に お い て 圧 縮 状 態 と し ， 最 小 圧 縮 応 力 度 を
0 .5N/mm2 以上とする．また，詳細解析において検討を行う場合には，別途定めるものとする． 
2 )交番荷重を受ける場合には，軸引張力が卓越する場合に準じることとする．  
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k3   ：引張鋼材の段数を表す係数で式（ 5-3）による  
( )
87
25
3 +
+=
n
nk       式（ 5-3）  
 
n  ：引張鋼材の段数  
c  ：かぶり（mm）  
cs   ：鋼材の中心間隔（mm）  
φ ：鋼材径（mm）  
ε’c s d：コンクリートの収縮およびクリープ等によるひび割れ幅の増加を
考慮するための数値  
σ s e  ：鋼材位置のコンクリートの応力度が零の状態からの鉄筋応力度の
増加量（N/mm2）  
 
コンクリート標準示方書では，曲げひび割れの検討は，一般に式（ 5-1）によっ
て求めたひび割れ幅が許容ひび割れ幅以下であることを確かめることを，照査と
している．  
鉄筋コンクリートのひび割れは，ひび割れ間の鉄筋の伸びとコンクリートの伸
びの差により生じるものであり，式（ 5-1）において求められるひび割れ幅は，ひ
び割れ間隔に関する項とひずみに関する項との積として与えられる．したがって，
鋼材の種類と配置方向が同じ場合，外力により引張鋼材に生じるひずみが，主な
パラメータとなり，これを評価 7）， 8）， 9）， 1 0）， 11）することが重要となる．  
 
（３）鋼材位置における塩化物イオン濃度の検討 
 鋼材位置における塩化物イオン濃度の検討は，塩化物イオン濃度の設計値 Cd
の鋼材腐食発生限界濃度 Cl i m に対する比が 1.0 以下であることを確かめることに
より行ってよい．鋼材位置における塩化物イオン濃度の設計値は，Fick の拡散方
程式に基づいており，塩化物イオンに対する設計拡散係数を必要とする．塩化物
イオンに対する設計拡散係数は，式（ 5-4）に示すように，式（ 5-1）で与えられ
るひび割れ幅をパラメータとして含むことから，膨張コンクリートによるひび割
れ幅の制御が重要な要素となり得る．  
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ここに，  
Dd  ：塩化物イオンに対する設計拡散係数（ cm2/年）  
γ c  ：コンクリートの材料係数  
Dk  ：コンクリートの塩化物イオンに対する拡散係数の特性値  
w ：ひび割れ幅（mm）  
wa  ：許容ひび割れ幅（mm）  
l  ：ひび割れ間隔（mm）  
 
５．３ ケミカルプレストレインと引張鉄筋のひずみ  
 
（１）曲げモーメントを受けるＣＰＣ部材の力学的挙動 
 ひび割れ幅の算定において，外力による引張鋼材のひずみが重要なパラメータ
となることは，式（ 5-1）に示した通りである．先ず，曲げモーメントを受けるＣ
ＰＣ部材の引張鉄筋のひずみについて述べる．  
 土木学会コンクリート標準示方
書［構造性能照査編］ 3）における
使用時の応力度の算定は，ＲＣ部
材を弾性体と仮定しているが，本
論文では，膨張材によるケミカル
プレストレスおよびケミカルプレ
ストレインの効果を考慮するため，
積層モデルを用いた断面内の力の
釣合い条件から求める．なお，算
定断面は，４．５で試算したもの
とした．引張鉄筋のひずみの算定
結果を図 5-3-1 に示す．  
 図 5-3-1 a)に示すように，引張
鉄筋のひずみは，外力を受ける前
に膨張材によりケミカルプレスト
レインが導入され，コンクリート
に導入されたケミカルプレストレ
スと釣合い条件を満足する．  
図 5-3-1 b)は，外力を受ける前
を初期条件として整理したもので
ある．図 5-3-1 b)に示すように，
ひび割れが発生する前は，外力に
対してケミカルプレストレスが抵
抗するため，ひび割れ発生時の曲
げモーメントは，ＲＣ部材に比べ
て大きくなる．また，ひび割れ発
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図 5-3-1 引張鉄筋のひずみ 
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生後の引張鉄筋のひずみは，主に引張鉄筋が引張力を分担するため，ＲＣ部材と
同様にひずみが増加するが，外力に抵抗する引張鉄筋の応力には，ケミカルプレ
ストレインに応じた応力が既に生じているため，その分小さくなる．すなわち，
同一の曲げモーメントを受ける場合のＣＰＣ部材の引張鉄筋のひずみは，ＲＣ部
材に比べて，ケミカルプレストレインの分だけ小さくなる．  
 
５．４ ひび割れ幅の算定と塩化物イオン濃度に対する検討  
 同一の曲げモーメントを受ける場合，膨張コンクリートは，普通コンクリート
に比べて，外力に対する引張鋼材のひずみがケミカルプレストレインにより低減
される．また，コンクリート標準示方書にあるひび割れ幅の算定式は，引張鋼材
のひずみをパラメータとして含んでいることから，第４章で述べた積層モデルを
用いることで，膨張材によるひび割れの低減効果を設計に考慮することが可能と
なる．本節では，膨張材の有無がひび割れ幅に及ぼす影響を検討する．  
 
（１）断面条件 
 断面条件は，４．５で試算したものを用いた．
使用時の曲げモーメントは， 150kNm とした．  
 
（２）許容ひび割れ幅 
 本節で検討する許容ひび割れ幅は，鋼材の腐
食に対するものとして，一般の環境下を想定し
た．引張鋼材のかぶりは 39mm であることから，
表 5-2-1 より，許容ひび割れ幅は 0.195mm とな
る．  
 
（３）ひび割れに対する検討 
 ひび割れに対する検討におい
て，式（ 5-1）を適用する．また，
試算条件を表 5-4-1 に示す．ま
た，式（ 5-1）における引張鋼材
のひずみは，外力による引張鋼
材のひずみとなり，図 5-3-1 が
該当する．図 5-4-1 に曲げモー
メントとひび割れ幅との関係を
示す．  
 図 5-4-1 より，膨張材を混和
することで，同一の曲げモーメ
ントを受ける場合には，ひび割
れ幅が著しく小さくなる．また，
使用限界時の曲げモーメントが
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図 5-4-1 曲げモーメントとひび割れ幅 
表 5-4-1 試算条件 
項目  値  
k1  1.0 
k2  1.0 
k3  1.0 
c（ mm）  38.9 
cs（ mm）  150 
φ（ mm）  22 
f ’ c k（ N/mm2）  30 
N 1 
Es（ N/mm2）  200000 
ε’ c s d（×10 - 6）  0  
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150kNm のときのひび割れ幅は，
Case1-1 のＲＣ部材で 0.168mm，
Case1-2 の Ｃ Ｐ Ｃ 部 材 で
0.114mm， Case1-3 で は 試 算 上
0.040mm であるが，ひび割れが
発生する前の段階であり，ひび
割れ幅は 0.000mm となる．  
 以上のように，膨張コンクリ
ートにより，鋼材にケミカルプ
レストレインを導入することで，
ひび割れ幅を適切に評価できる．
また，ひび割れが開いた後も，
外力が減少すれば，ひび割れが
閉じ，水密性能が要求されるコ
ンクリート構造物や鋼材が腐食
しやすい環境条件下の構造物な
どへの活用が大いに期待できる． 
 
（４）塩化物イオン濃度の検討 
 塩化物イオン濃度の検討にお
ける設計拡散係数の算出におい
て，曲げひび割れを許す場合に
は，膨張材の混和によるひび割
れの制御が大きく影響する．  
 表 5-4-2 の条件における設計
拡散係数および鋼材表面の塩化
物イオン濃度が 1.2kg/m3 に達す
る年数を図 5-4-2 に示す．  
 図 5-4-2 より，使用時として
50kNm の 曲 げモーメ ントが作
用した場合，ひび割れ幅に応じ
た拡散係数が得られ，膨張材に
よるひび割れ制御の効果が大き
く認められる．また，鋼材表面
の塩化物イオン濃度が鋼材腐食
が 発 生 す る 限 界 と い わ れ る
1.2kg/m3 に達するまでの年数に
も大きな差が認められる．  
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図 5-4-2 塩化物イオン濃度の検討 
 
表 5-4-2 試算条件 
項目  値  
C0（ kg/m3）  3 .0  
Dk（ cm2/年）  1 .33 
D0（ cm2/年）  200 
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５．５ ひび割れ幅の制御  
 膨張コンクリートのケミカルプレストレインが，ひび割れ幅の制御に大きく関
わることは前節で述べた．本節では，ひび割れ発生の制御ならびにひび割れ発生
後のひび割れ幅の制御の観点から，膨張コンクリートの有用性について，コンク
リートの強度の増加，鉄筋比の増加などと対比して述べる．  
 
（１）コンクリートの強度の増加 
近年，高性能ＡＥ減水剤の普及により，容易に， 60N/mm2 以上の圧縮強度を有
するコンクリートの製造が可能となった．ひび割れ制御の観点から，圧縮強度の
レベルを上げることで，引張強度が上がり，ひび割れ抵抗性に優れることは理解
しやすい．しかしながら，ひび割れが一旦発生した場合，そのひび割れ幅は，コ
ンクリートの引張強度の影響は受けない．  
５．３で試算した条件の下で，Case1-1 のＲＣ部材の設計基準強度を 45N/mm2，
60N/mm2 に変化させた場合の試算結果を図 5-5-1 に示す．なお，凡例の括弧内の
数字は，設計基準強度を表す．  
図 5-5-1 に示すように，ＲＣ部材の圧縮強度を増加させた場合，ひび割れ発生
時の曲げモーメントは増加するが，ひび割れ発生後においては，引張力を引張鉄
筋が受け持つために，ひび割れ幅は変わらない．  
一方，膨張コンクリートでは，ケミカルプレストレインが導入されているため，
設計基準強度が 30N/mm2 であっても，ひび割れ幅は小さく制御できる．  
なお，設計基準強度が 60N/mm2 のコンクリート配合は，単位セメント量が大き
く，自己収縮の影響が生じる．自己収縮は，膨張コンクリートの膨張と同様に体
積変化であるため，これを考慮した場合，自己収縮によって鉄筋に負のひずみが
生じる．このひずみに応じて，さらにひび割れ幅は大きくなる．  
 
（２）鉄筋量の増加の影響 
 鉄筋量の増加は，先ず，断面
耐力に大きく影響を及ぼす．こ
こでは，ひび割れの発生あるい
はひび割れ幅に及ぼす影響につ
いて，引張側の鉄筋比を 0.6％，
0.75％および 0.9％として試算
した結果を図 5-5-2 に示す．な
お，凡例の括弧内の数値は，鉄
筋比を表す．  
 図 5-5-2 に示すように，鉄筋
比を大きくした場合には，ひび
割れ発生時の曲げモーメントが
大きく変わることはない．ひび
割れの発生は，主にコンクリー
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トの引張強度に依存するため
である．また，ひび割れ発生
後は，鉄筋比が大きくなると，
引張鉄筋のひずみは小さくな
る．したがって，ひび割れ幅
を小さくすることができる．  
 しかしながら，鉄筋比を大
きくとることは，部材によっ
ては，鉄筋が降伏する前に曲
げ圧縮破壊やせん断破壊が先
行するため，せん断補強鉄筋
を増やすなどの対応が必要と
なる．鉄筋比を増やすことは，
ひび割れ幅の制御の観点から
は，経済的にも不利な点が多
くなり，必ずしも有用な方法
とはいえない．  
 
（３）鉄筋の配置間隔 
 引張側の鉄筋比を 0.6%と
して，鉄筋の配置間隔を，125
㎜， 100 ㎜とした場合の試算
結果を図 5-5-3 に示す．なお，
凡例の括弧内の数値は，配置
間隔を表す．  
 図 5-5-3 より，鉄筋の配置
間隔の影響は小さいことが確認できる．  
 
（４）まとめ 
 ＲＣ部材の外力に対するひび割れおよびひび割れ幅の制御方法として，コンク
リートの圧縮強度の増加，鉄筋量の増加，鉄筋の配置間隔の変更などを対象とし
てケーススタディを行った結果を表 5-5-1 にまとめた．  
 表 5-5-1 に示すように，膨張コンクリートは，構造物の設計を大きく変えるこ
となく，ひび割れあるいはひび割れ幅の制御を効果的に実施することが可能であ
る．  
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５．６ まとめ 
 膨張コンクリートの挙動が使用時の設計に及ぼす影響を，ひび割れ幅の制御の
観点から検討した結果，以下のことが明らかとなった．  
 
（１）ＣＰＣ部材は，ＲＣ部材に比べて，ケミカルプレストレスの分だけ，ひび
割れ発生時の曲げモーメントが大きくなる．また，ひび割れが発生した場
合には，引張鋼材に作用するケミカルプレストレインの分だけ，ひび割れ
幅が小さくなる．すなわち，使用性の照査において，膨張材の使用による
ケミカルプレストレインがひび割れ幅に及ぼす影響は大きく，これを考慮
することで，膨張材によるひび割れを定量的に制御することが可能である． 
（２）膨張コンクリートの利用によってひび割れ幅を制御することは，塩化物イ
オンの侵入による鋼材腐食を遅らせることも可能である．  
（３）膨張コンクリートは，構造物の設計を大きく変えることなく，ひび割れあ
るいはひび割れ幅の制御を効果的に実施することが可能である．  
 
参考文献： 
1)土木学会：コンクリート標準示方書［施工編］， 2002 
2)土木学会：膨張コンクリート設計施工指針，コンクリートライブラリー，第 75
号， 1993 
3)土木学会：コンクリート標準示方書［構造性能照査編］， 2002 
4)角田与史雄：鉄筋コンクリートの最大ひび割れ幅，コンクリートジャーナル，
Vol.8，No.9， Sept， pp.1-10， 1970 
5)趙唯堅，丸山久一：多段配筋を有する鉄筋コンクリートはりの曲げひび割れ性
状に関する実験的検討，土木学会論文集，No.492/V-23， pp.137-145， 1994 
6)趙唯堅，丸山久一：鉄筋コンクリートはりの曲げひび割れ幅算定式の再評価，
土木学会論文集，No.492/V-23， pp.147-156， 1994 
7)栖原健太郎，辻幸和，橋本親典，金井昌義：鉄筋コンクリートはりの曲げひび
割れ幅の算定式に関する一考察，土木学会論文集，No.627／V-44，pp.273-281，
1999 
8)辻幸和，栖原健太郎，森田俊哉：鋳鉄製カップラー接合具で接合したプレキャ
ストＲＣはりの曲げ・せん断性状，セメント・コンクリート論文集， No.55，
表 5-5-1 ひび割れ制御方法に対する効果 
制御方法  ひび割れ発生に対して  ひび割れ幅に対して  
コンクリート強度の増加  ○  ×  
鉄筋量の増加  ×  ○  
鉄筋の配置間隔の制御  ×  △  
膨張コンクリート  ○  ○  
判定  ○：十分な効果を有する  
   △：少なからず効果が認められる  
   ×：効果なし  
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ストＲＣ部材の水密性状，土木学会論文集，No.648/V-47， pp.239-242， 2000 
10)栖原健太郎，森田俊哉，辻幸和：鋳鉄製カップラー接合具とエポキシ樹脂接着
剤で接合したＲＣはりの力学的性状，コンクリート工学年次論文集， Vol.21，
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11)栖原健太郎，片平千朋，森田俊哉，辻幸和：鋳鉄製カップラーで接合したＲＣ
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第６章 膨張材を用いたボックスカルバートの限界状態設計法  
 
６．１ はじめに  
 膨張コンクリートを用いたＲＣ構造物の限界状態設計法として，ボックスカル
バートを採り上げ，その設計方法を示す．なお，本設計例は，膨張コンクリート
を用いたことによる変更点に重点を置いたものであり，図 6-1-1 に示すフローチ
ャートにおいて，二重枠の部分についての設計方法を示す．  
 
 
 
 
 
１．設計条件
２．限界状態の設定
３．安全係数、修正係数
４．構造解析
５．剛体安定の安全性の照査
６．断面破壊の安全性の照査
７．使用性の照査
８．構造細目  
 
図 6-1-1 ボックスカルバートの設計フローチャート 
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６．２ 設計条件  
 
（１）一般条件 
 設計の一般条件を表 6-2-1 に示す．対象とするボックスカルバートは，ＲＣ構
造の一連のボックスカルバートとした．ボックスカルバートの内空断面は，幅が
4.0m，高さが 4.5m とした．また，基礎部は地盤に対して直接基礎とした．  
本設計例では，膨張コンクリートを用いた場合について検討する．なお，比較
のため，普通コンクリートの計算結果を併記する．  
膨張コンクリートは， JIS A 6202「コンクリート用膨張材」の B 法における長
さ変化率が 500×10- 6 の膨張ひずみを有するものを想定した．なお，膨張コンクリ
ートの仕事量Ｕは，以下の値をとる．  
 
( ) MPaEpU sssc 00025.01050020000001.0212121 262 =××××=⋅⋅== −εεσ  
 
表 6-2-1 一般条件 
条件  項目  内容  
構造形式  ＲＣ一連ボックスカルバート  
基礎形式  直接基礎  
内空断面  幅 4.0m×高さ 4.5m 
土かぶり  2 .0m 
一般条件  
道路舗装厚  0 .2m 
自然条件  地下水位  GL-1.5m 
単位体積質量  地下水位以上：γ s=18kN/m3 
地下水位以下：γ ’ s=10kN/m3 
内部摩擦角  φ =25°  
粘着力  c=0kN/m2 
N 値  N=10 
土質条件  
埋戻し土  現地盤と同等以上  
24-8-25N（普通コンクリート）  コンクリート  配合の呼び名  
24-8-25N（膨張コンクリート）  
仕様  SD295 鉄筋  
ヤング率  Es=200kN/mm2 
鉄筋コンクリート  単位体積質量  γ R C=25kN/m3 
舗装材  単位体積質量  γ a s=23kN/m3 
環境条件  一般の環境  その他  
設計耐用期間  50 年  
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（２）形状寸法 
 ボックスカルバートの形状寸法と配置状況を図 6-2-1 に示す．  
 
 
 
 
 
Bi=4000
H
o=5300
H
=4900
350
450
H
i=4500
Bo=4800
B=4400
400
剛域部
GL±0.0m
GL-1.5m
h1=2000
h2=2175
hw
=1500
h3=7075
h4=7300
舗装厚t=0.2
H
o=5300
H
=4900
350
450
H
i=4500
h1=2000
h2=2175
hw
=1500
h3=7075
h4=7300
 
 
図 6-2-1 形状寸法ならびに配置状況
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６．３ 考慮する限界状態と荷重  
 
 考慮する限界状態は，構造物の形状，環境条件，使用目的などに合わせて，決
定する必要がある．  
 本設計例では，表 6-3-1 に示すように，永久荷重として躯体自重，土圧，舗装
荷重および水圧を，変動荷重として活荷重を考慮する．なお，温度荷重について
も適切に考慮する必要があるが，煩雑になること，ならびに，本設計例では，膨
張コンクリートの影響を明確にするために割愛する．  
 
 
 
表 6-3-1 考慮する限界状態の一例 
安全性の照査  
（終局限界）  
使用性の照査  
（使用限界）  
剛体安定  
   限界状態  
 
荷重  
鉛直支持  浮上り  
断面破壊  ひび割れ  
躯体自重  ○   ○  ○  
土圧  ○   ○  ○  
舗装荷重  ○   ○  ○  
永久荷重  
水圧  ○  ○  ○  ○  
活荷重  ○   ○  ○  
変動荷重  
温度荷重      
地盤反力    ○  ○  
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６．４ 安全係数および修正係数  
 
 本設計例における安全係数の材料係数，部材係数など，および修正係数は，土
木学会コンクリート標準示方書［構造性能照査編］に記載されている値を採用し
た．安全係数を表 6-4-1 に，修正係数を表 6-4-2 にそれぞれ示す．  
 
 
表 6-4-1 安全係数 
          限界状態  
安全係数  
安全性の照査  使用性の照査  
コンクリート  1 .3  －  
材料係数  
鉄筋  1 .0  －  
躯体自重  1 .05（ 0.95）  1 .0  
鉛直方向  1 .0  1 .0  
土圧  
水平方向  1 .0  1 .0  
鉛直方向  1 .0  1 .0  
舗装荷重  
水平方向  1 .0  1 .0  
水圧  1 .1（ 0.9）  1 .0  
活荷重  1 .2  1 .0  
荷重係数  
温度荷重  －  1 .0  
荷重組合せ係数  すべて 1.0 すべて 1.0 
構造解析係数  1 .0  1 .0  
部材係数  1 .15 or 1.3 －  
剛体安定の安全係数  
1 .5（鉛直支持）  
1 .1， 1.5（浮上り）
－  
構造物係数  1 .1  －  
 
 
表 6-4-2 修正係数 
コンクリート  1 .0  
材料修正係数  
鉄筋  1 .0  
土圧（水平）  1 .2（ 0.8）  
舗装荷重  1 .5（ 1.0）  
活荷重  2 .0  
安全性の照査  
その他  1 .0  
土圧（水平）  0 .9  
荷重修正係数  
使用性の照査  
その他  1 .0  
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６．５ 設計荷重  
 
６．５．１ 荷重の規格値 
 荷重は，永久荷重として躯体自重，土圧，舗装，水圧を，変動荷重として活荷
重を考慮する．それぞれの規格値をとりまとめて表 6-5-1，表 6-5-2 に示す．ま
た，それらの詳細を以下に示す．  
 
表 6-5-1 永久荷重の規格値 
分類  項目  荷重の規格値（ kN/m2）  備考  
頂版  D1 10.06  
側壁①  D2-①  9.18  
側壁②  D2-②  9.18  
自重  
底版  D3 12.78  
鉛直方向  Pv d  32.00  
Ph d 1  16.88  土圧  
水平方向  
Ph d 2  41.38  
鉛直方向  Pv a  4.60  
舗装  
水平方向  Ph a  2.30  
鉛直方向  Pv w 1  5.00  
Ph w 1  6.75  
水平方向  
Ph w 2  55.75  
水圧  
揚水圧  Ph w 2  58.00  
 
表 6-5-2 変動荷重の規格値 
分類  項目  荷重の規格値（ kN/m2）  備考  
鉛直方向  qv l  24.42  活 荷
重  水平方向  qh l  12.21  
 
（１）躯体自重 
 躯体自重は，それぞれの部位の単位奥行き当たりの自重を算定し，構造解析モ
デルに均等に割り振る．なお，ハンチは，頂版および底版に含めた．  
 
ａ）頂版（ハンチを含める） 
 ( ) 21 /06.104.4
3.03.08.40.3525 mkN
B
A
D RC =×××=⋅= ＋γ  
 
ｂ）底版 
 ( ) 22 /18.94.9
8.40.4525 mkN
B
A
D RC =××=⋅= γ  
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ｃ）底版（ハンチを含める） 
 ( ) 23 /78.124.4
3.03.08.40.4525 mkN
B
A
D RC =×××=⋅= ＋γ  
 
（２）土圧 
 土圧は，地下水位以上と以下とで，単位体積質量が異なることに注意する．ま
た，水平方向の静止土圧係数 K0 は 0.5 とした．  
 ａ）鉛直土圧 
 ( ) ( ) 211 /00.325.10.2105.118 mkNhhhP wswsvd =−××=−′+⋅= ＋γγ   
 
 ｂ）水平土圧 
 ( ){ } ( ){ } 2201h 16.88kN/m1.5-2.175105.1185.0 =×+××=−⋅′+⋅= wswsd hhhKP γγ  
( ){ } ( ){ } 2302h 41.38kN/m1.5-7.075105.1185.0 =×+××=−⋅′+⋅= wswsd hhhKP γγ  
 
（３）舗装 
 ａ）鉛直方向 
 2/4.60.223 mkNtP asva =×=⋅= γ  
 
 ｂ）水平方向 
 20 2.3kN/m0.2235.0 =××=⋅⋅= tKP asha γ  
 
（４）水圧 
 ａ）鉛直水圧 
 ( ) ( ) 211 5kN/m1.5-2.010 =×=−⋅= wwvw hhP γ  
 
 ｂ）水平方向 
 ( ) ( ) 221 6.75kN/m1.5-2.17510 =×=−⋅= wwvw hhP γ  
 ( ) ( ) 231 55.75kN/m1.5-7.07510 =×=−⋅= wwvw hhP γ  
 
 ｃ）揚水圧 
 ( ) ( ) 241 58.00kN/m1.5-7.310 =×=−⋅= wwvw hhP γ  
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（５）変動荷重 
 変動荷重としては，T-25 荷重を想定した．その作用状況を図 6-5-1 に示す．  
  
 ａ）単位長さ当たりの自動車後輪荷重 
( ) ( ) 294.55kN/m0.31
2.75
100kN212 ＝+××=+= i
b
PPli  
ここに，  
P ：後輪荷重（ 100kN）  
b ：車両占有幅（ 2.75m）  
i  ：衝撃係数（ 0.3）  
 
 ｂ）鉛直方向の荷重 
鉛直方向の荷重は，接地幅 w で支間方向 45°に分布する分布幅 W1 の等分布
荷重 Pv l とする．  
 
( ) 4.6m0.20.2222 11 ＝＋+×=+= whW ＜B=4.8m 
2
1
/55.20
6.4
55.94 mkN
W
P
P livl ===  
 
ただし，W1 が Bo よりも小さい場合には，カルバート全幅に分布する等分布荷
重 qv l として計算する．  
 
 
( )( ) ( )( ) 2
22
1 /42.24
4.4
2.02.0224.8255.9422 mkN
B
wthBP
q olivl =−+×××=−+−= －  
 
 ｃ）水平方向の荷重 
 212.21kN/m24.425.05.0 ＝×=⋅= vlhl qq  
 
h1
Bo
W1
45°
接地幅w
 
図 6-5-1 活荷重の作用状況 
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６．５．２ 終局限界における設計荷重 
 
 終局限界における荷重の特性値は，検討すべき限界状態毎に定め，構造物の部
材断面にとって，最も危険となるような荷重の組み合わせを考える．  
 本設計例では，鉛直荷重と水平荷重の大小関係により，表 6-5-3 に示す組合せ
を想定した．組み合わせた設計荷重を表 6-5-4 から表 6-5-6 に示す．  
 
 
表 6-5-3 荷重の組み合わせ 
荷重の方向  
 
鉛直方向  水平方向  
対象断面  
Case1 大  大  隅角部  
Case2 大  小  底版・頂版中央  
Case3 小  大  側壁中央  
 
 
表 6-5-4 Case1 の設計荷重 
荷重（ kN/m2）  
分類  項目  
修正  
係数  
安全  
係数  規格値  特性値  設計値  
頂版  D1 1.00 1.05 10.06 10.06 10.56 
側壁①  D2-①  1.00 1.05 9.18 9.18 9.64 
側壁②  D2-②  1.00 1.05 9.18 9.18 9.64 
自重  
底版  D3 1.00 1.05 12.78 12.78 13.42 
鉛直方向  Pv d  1.00  1.10  32.00 32.00 35.20 
Ph d 1  1.20  1.20  16.88 20.25 24.30 土圧  
水平方向  
Ph d 2  1.20  1.20  41.38 49.65 59.58 
鉛直方向  Pv a  1.50  1.10  4.60 6.90 7.59 
舗装  
水平方向  Ph a  1.50  1.20  2.30 3.45 4.14 
鉛直方向  Pv w 1  1.00  1.10  5.00 5.00 5.50 
Ph w 1  1.00  1.10  6.75 6.75 7.43 
水平方向  
Ph w 2  1.00  1.10  55.75 55.75 61.33 
水圧  
揚水圧  Ph w 2  1.00  1.10  -58.00 -58.00 -63.80 
鉛直方向  qv l  2.00  1.20  24.42 48.84 58.60 活荷
重  水平方向  qh l  2.00  1.20  12.21 24.42 29.30 
地盤反力  1 .00    88.55 
 78
  
表 6-5-5 Case2 の設計荷重 
荷重（ kN/m2）  
分類  項目  
修正  
係数  
安全  
係数  規格値  特性値  設計値  
頂版  D1 1.00  1.05  10.06 10.06  10.56  
側壁①  D2-①  1.00  1.05  9.18 9.18  9.64  
側壁②  D2-②  1.00  1.05  9.18 9.18  9.64  
自重  
底版  D3 1.00  1.05  12.78  12.78  13.42  
鉛直方向  Pv d  1.00  1.10  32.00  32.00  35.20  
Ph d 1  0.80  0.80  16.88  13.50  10.80  土圧  
水平方向  
Ph d 2  0.80  0.80  41.38  33.10  26.48  
鉛直方向  Pv a  1.50  1.10  4.60  6.90  7.59  
舗装  
水平方向  Ph a  1.00  0.80  2.30  2.30  1.84  
鉛直方向  Pv w 1  1.00  1.10  5.00  5.00  5.50  
Ph w 1  1.00  0.90  6.75  6.75  6.08  
水平方向  
Ph w 2  1.00  0.90  55.75  55.75  50.18  
水圧  
揚水圧  Ph w 2  1.00  1.10  -58.00  -58.00  -63.80  
鉛直方向  qv l  2.00  1.20  24.42  48.84  58.60  活荷
重  水平方向  qh l  0.00  0.00  12.21  0.00  0.00  
地盤反力  1 .00    88.55 
 
 
表 6-5-6 Case3 の設計荷重 
荷重（ kN/m2）  
分類  項目  
修正  
係数  
安全  
係数  規格値  特性値  設計値  
頂版  D1 1.00  0.95  10.06 10.06  9.55  
側壁①  D2-①  1.00  0.95  9.18 9.18  8.72  
側壁②  D2-②  1.00  0.95  9.18 9.18  8.72  
自重  
底版  D3 1.00  0.95  12.78  12.14  12.78  
鉛直方向  Pv d  1.00  0.90  32.00  28.80  32.00  
Ph d 1  1.20  1.20  20.25  24.30  20.25  土圧  
水平方向  
Ph d 2  1.20  1.20  49.65  59.58  49.65  
鉛直方向  Pv a  1.00  0.90  4.60  4.14  4.60  
舗装  
水平方向  Ph a  1.50  1.20  3.45  4.14  3.45  
鉛直方向  Pv w 1  1.00  0.90  5.00  4.50  5.00  
Ph w 1  1.00  1.10  6.75  7.43  6.75  
水平方向  
Ph w 2  1.00  1.10  55.75  61.33  55.75  
水圧  
揚水圧  Ph w 2  1.00  0.90  -58.00  -52.20  -58.00  
鉛直方向  qv l  0.00  0.00  0.00  0.00  0.00  活荷
重  水平方向  qh l  2.00  1.20  24.42  29.30  24.42  
地盤反力  1 .00    26.37 
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６．５．３ 使用限界における設計荷重  
 使用限界の設計荷重は，永久荷重と変動荷重とで別に算定する．それらを表
6-5-7 および表 6-5-8 に示す．  
 
 
表 6-5-7 使用限界における設計荷重（永久荷重） 
荷重（ kN/m2）  
分類  項目  
修正  
係数  
安全  
係数  規格値  特性値  設計値  
頂版  D1 1.00  1.00  10.06  10.06  10.06  
側壁①  D2-①  1.00  1.00  9.18  9.18  9.18  
側壁②  D2-②  1.00  1.00  9.18  9.18  9.18  
自重  
底版  D3 1.00  1.00  12.78  12.78  12.78  
鉛直方向  Pv d  1.00  1.00  32.00  32.00  32.00  
Ph d 1  0.90  1.00  16.88  15.19  15.19  土圧  
水平方向  
Ph d 2  0.90  1.00  41.38  37.24  37.24  
鉛直方向  Pv a  1.00  1.00  4.60  4.60  4.60  
舗装  
水平方向  Ph a  1.00  1.00  2.30  2.30  2.30  
鉛直方向  Pv w 1  1.00  1.00  5.00  5.00  5.00  
Ph w 1  1.00  1.00  6.75  6.75  6.75  
水平方向  
Ph w 2  1.00  1.00  55.75  55.75  55.75  
水圧  
揚水圧  Ph w 2  1.00  1.00  -58.00  -58.00  -58.00  
地盤反力  1 .00    26.90 
 
 
表 6-5-8 使用限界における設計荷重（変動荷重） 
荷重（ kN/m2）  
分類  項目  
修正  
係数  
安全  
係数  規格値  特性値  設計値  
鉛直方向  qv l  1.00  1.00  24.42  24.42  24.42  活荷
重  水平方向  qh l  1.00  1.00  12.21  12.21  12.21  
地盤反力  1 .00    24.42 
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６．６ 安全性の検討  
 
６．６．１ 設計断面力 
 設計断面力は，前節で示した各ケースの設計荷重を基に，骨組解析などにより
求める．  
 
（１）荷重分布 
 設計荷重の分布を図 6-6-1 に示す．  
 
 
 
117.45kN/m2
183.93kN/m2
9.64ｋN/m2
65.17ｋN/m2
154.35ｋN/m2
 
 
117.45kN/m2
183.93kN/m2
9.64ｋN/m2
18.72ｋN/m2
78.50ｋN/m2
 
 
Case1 Case2 
 
46.99kN/m2
66.43kN/m2
8.72ｋN/m2
65.17ｋN/m2
154.35ｋN/m2
 
 
Case3  
図 6-6-1 設計荷重図  
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（２）構造解析モデル 
 構造解析モデルを図 6-6-2 に示す．また，隅角部における剛域部の設定を図
6-6-3 に示す．  
 
 
 
 
 
4000
5300
4900
350
450
4500
4800
4400
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図 6-6-2 構造解析モデル 
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a) 頂版と側壁の結合部 
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30
0
275
32
5
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0
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剛域部
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0
32
5
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0
 
b) 底版と側壁の結合部 
 
図 6-6-3 剛域部  
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（３）設計断面力 
 設計断面力をとりまとめて，表 6-6-1 に示す．この場合の検討断面は，図 6-6-4
に示す①～⑪の断面である．また，Case1 から Case3 の設計曲げモーメント，設
計軸方向力，設計せん断力の分布を図 6-6-5 に示す．  
 
 
表 6-6-1 設計断面力 
検討断面  
頂版  側壁  底版   
断
面
力  ①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  ⑨  ⑩  ⑪  
Md 66.1 -103.6 -168.8 -180.0 -119.6 89.5 -117.6 -194.9 -203.4 -126.3 74.5
Nd -223.6 -223.6 -223.6 -260.1 -263.0 -282.0 -300.6 -303.5 -314.2 -314.2 -314.2
Case
1 
Vd 0.0 199.7 234.9 -211.9 -190.6 -9.3 235.7 279.9 -277.9 -236.2 0.0
Md 116.5 -53.2 -118.4 -151.4 -124.9 -21.1 -101.6 -136.0 -107.9 -30.8 170.0
Nd -95.0 -95.0 -95.0 -260.1 -263.0 -282.0 -300.6 -303.5 -143.2 -143.2 -143.2
Case
2 
Vd 0.0 199.7 234.9 -91.5 -84.7 -12.5 103.7 125.9 -277.9 -236.2 0.0
Md -24.9 -92.8 -118.9 -101.9 -43.7 150.4 -71.2 -150.8 -191.5 -154.6 -58.6
Nd -216.0 -216.0 -216.0 -104.9 -107.5 -124.7 -141.5 -144.1 -321.8 -321.8 -321.8
Case
3 
Vd 0.0 79.9 94.0 -204.3 -183.0 -1.7 243.3 287.5 -132.9 -112.9 0.0
断面力の単位は， Md（ kNm）， Nd（ kN）， Vd（ kN）  
 
 
①②③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨ ⑩ ⑪  
図 6-6-4 曲げモーメントおよび軸方向力に対する検討断面 
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 曲げモーメント図  
   
 
 
 
 軸方向力図  
   
  
 
 せん断力図  
   
Case1 Case2 Case3 
 
図 6-6-5 設計断面力図 
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６．６．２ ケミカルプレストレインの分布 
 
 ケミカルプレストレインは，仕事量一定則に基づいて，力の釣合い条件から算
定した．一例として，頂版①および②のケミカルプレストレインの分布を図 6-6-6
に示す．  
 推定したケミカルプレストレインを，検討断面の①～⑪について，表 6-6-2 に
とりまとめて示す．  
 
 
 
表 6-6-2 ケミカルプレストレインの推定 
使用時の検討  
頂版  側壁  底版   
①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  ⑨  ⑩  ⑪  
B(mm) 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000
H(mm) 350 350 450 500 400 400 400 500 550 450 450
d’（mm） 70 70 170 170 70 70 70 170 170 70 100圧縮
鉄筋 A’s(mm2) 794 1940 1940 1940 1940 794 1940 1940 1940 1940 794
d（mm） 280 280 380 430 330 330 330 430 450 350 380
断
面
諸
元  引張
鉄筋 As(mm2) 1940 1940 1940 1940 1940 1940 2342 2342 2342 2342 1940
U(MPa) 0.00025 0.00025 0.00025 
εu 
(×10-6) 
848 482 808 797 515 909 532 821 770 514 1060
εb 
(×10-6) 
384 482 363 414 515 417 452 363 427 526 402
算
定
結
果  
膨張
ひず
み 
εsp 
(×10-6) 
480 482 432 467 515 503 466 427 489 523 505
0
70
140
210
280
350
0 200 400 600 800 1000
ケミカルプレストレス（MPa）
圧
縮
縁
か
ら
の
距
離
（㎜
）
断面①
断面②
圧縮鉄筋
引張鉄筋
 
図 6-6-6 ケミカルプレストレインの分布 
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６．６．３ 曲げモーメントおよび軸方向力に対する検討 
 
 ＣＰＣ部材のケミカルプレストレスおよびケミカルプレストレインが，終局時
の曲げモーメントおよび軸方向力に与える影響は少ない．したがって，膨張コン
クリートを用いたＣＰＣ部材の曲げモーメントおよび軸方向力の検討は，普通コ
ンクリートを用いたＲＣ部材と同様に取り扱うこととした．  
断面耐力は，積層モデルによる断面内の力の釣合い条件から算定した．なお，
積層モデルは，断面を高さ方向に 200 分割とした．  
検討に用いる曲げモーメントと軸方向力の相互作用図の例を図 6-6-7 に示す．
断面①における Case1 の例である．  
Case ごとに，曲げモーメントと軸方向力について検討した結果を表 6-6-3 から
表 6-6-5 に示す．いずれの Case においても，各検討断面についての照査を満足し
た．  
 
 
Case1　断面①
0
1000
2000
3000
4000
5000
6000
0 100 200 30
曲げモーメント（kNm)
軸
方
向
力
（k
N）
相互作用図
設計断面力
設計断面耐力
図 6-6-7 相互作用図 
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表 6-6-3 Case1 における曲げモーメントおよび軸方向力に対する検討 
頂版  側壁  底版  
 
①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  ⑨  ⑩  ⑪  
B(mm) 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000
H(mm) 350 350 450 500 400 400 400 500 550 450 450
d’(mm) 70 70 170 170 70 70 70 170 170 70 100圧縮
鉄筋 A’s(mm2) 794 1940 1940 1940 1940 794 1940 1940 1940 1940 794
d（mm） 280 280 380 430 330 330 330 430 450 350 380
As(mm2) 1940 1940 1940 1940 1940 1940 2342 2342 2342 2342 1940
Md 
(kNm) 
66.1 -103.6 -168.8 -180.0 -119.6 89.5 -117.6 -194.9 -203.4 -126.3 74.5
Nd 
(kN) 
-223.6 -223.6 -223.6 -260.1 -263.0 -282.0 -300.6 -303.5 -314.2 -314.2 -314.2
引張
鉄筋 
e(m) 0.296  0.463  0.755 0.692 0.455 0.317 0.391 0.642  0.647  0.402  0.237 
中立軸
x(mm) 
97.4  73.9  121.7 125.9 78.5 107.0 93.1 134.8  136.9  97.5  179.6 
Mud 
(kNm) 
211.3 176.6 285.8 331.2 226.5 270.2 282.1 372.2 404.8 325.4 400.8
設計
断面
耐力 
Nud 
(kN) 
714.7 381.1 378.6 478.6 498.1 851.4 721.1 579.6 625.3 809.5 1690.3
Mud/Md 3.20  1.70  1.69 1.84 1.89 3.02 2.40 1.91 1.99 2.58 5.38
照査 
γi 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1
断
面
諸
元  
判定 OK OK OK OK OK OK OK OK OK OK OK
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表 6-6-4 Case2 における曲げモーメントおよび軸方向力に対する検討 
頂版  側壁  底版  
 
①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  ⑨  ⑩  ⑪  
B(mm) 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000
H(mm) 350 350 450 500 400 400 400 500 550 450 450
d’(mm) 70 70 170 170 70 70 70 170 170 70 100圧縮
鉄筋 A’s(mm2) 794 1940 1940 1940 1940 794 1940 1940 1940 1940 794
d（mm） 280 280 380 430 330 330 330 430 450 350 380
断
面
諸
元  引張
鉄筋 As(mm2) 1940 1940 1940 1940 1940 1940 2342 2342 2342 2342 1940
Md 
(kNm) 
116.5 -53.2 -118.4 -151.4 -124.9 -21.1 -101.6 -136 -107.9 -30.8 170
Nd 
(kN) 
-95 -95 -95 -260.1 -263 -282 -300.6 -303.5 -143.2 -143.2 -143.2
設計
断面
力 
e 
(m) 
1.226  0.560  1.246 0.582 0.475 0.075 0.338 0.448  0.753  0.215  1.187 
中立軸
x(cm) 
61.8  70.9  109.5 130.7 77.3 316.0 102.2 150.5  132.0  207.1  75.8 
Mud 
(kNm) 
147.4 167.7 266.8 343.5 222.7 272.5 304.3 407.5 390.5 469.9 219.8
設計
断面
耐力 
Nud 
(kN) 
120.2 299.4 214.1 590.2 468.8 3642.6 900.2 909.4 518.2 2184.7 185.2
Mud/Md 1.27 3.15 2.25 2.27 1.78 12.91 3.00 3.00  3.62 15.26 1.29
照査 
γi 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1
耐
力
計  
算  
判定 OK OK OK OK OK OK OK OK OK OK OK
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表 6-6-5 Case3 における曲げモーメントおよび軸方向力に対する検討 
頂版  側壁  底版  
 
①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  ⑨  ⑩  ⑪  
B(mm) 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000
H(mm) 350 350 450 500 400 400 400 500 550 450 450
d’(mm) 70 70 170 170 70 70 70 170 170 70 100圧縮
鉄筋 A’s(mm2) 794 1940 1940 1940 1940 794 1940 1940 1940 1940 794
d（mm） 280 280 380 430 330 330 330 430 450 350 380
断
面
諸
元  引張
鉄筋 As(mm2) 1940 1940 1940 1940 1940 1940 2342 2342 2342 2342 1940
Md 
(kNm) 
-24.9 -92.8 -118.9 -101.9 -43.7 150.4 -71.2 -150.8 -191.5 -154.6 -58.6
Nd 
(kN) 
-216 -216 -216 -104.9 -107.5 -124.7 -141.5 -144.1 -321.8 -321.8 -321.8
設計
断面
力 
e 
(m) 
0.115  0.430  0.550 0.971 0.407 1.206 0.503 1.046  0.595  0.480  0.182 
中立軸
x(cm) 
217.1  75.4  128.8 119.4 82.2 63.2 83.2 123.9  140.2  88.2  243.0 
Mud 
(kNm) 
260.4 180.9 300.3 313.9 238 179.2 254.5 344.7 414.2 296.2 435.2
設計
断面
耐力 
Nud 
(kN) 
2259.3 421.1 547.8 323.2 585.5 148.6 505.7 329.4 696.1 616.6 2390
Mud/Md 10.46 1.95 2.54 3.08 5.45 1.19 3.57 2.29 2.16 1.92 7.43
照査 
γi 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1
耐
力
計
算  
判定 OK OK OK OK OK OK OK OK OK OK OK
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（１）等価応力ブロックを用いた場合の耐力計算による検算 
 
 一例として，Case1 の断面①における断面耐力を算定する．  
  設計断面力 Md=66.1kNm，Nd=223.6kN， e=Md/Nd=0.30m 
  コンクリートの設計圧縮強度： 2/46.18
3.1
24 mmN
f
f
c
ck
cd ==
′=′ γ  
  鉄筋の設計降伏強度    ： 2/295
0.1
295 mmN
f
f
s
yk
yd === γ  
 
  中立軸の位置 x を 97.63 ㎜と仮定すると，ひずみの適合条件から，圧縮鉄筋
および引張鉄筋のひずみは，以下のようになる．  
 6109910035.0
63.97
7063.97 −×−=−×⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −=⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ ′−=′ cus x
dx εε ＜ 6101475
200000
295 −×==
s
yd
E
f
 
 61065410035.0
63.97
28063.97 −×=−×⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −=⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −= cus x
dx εε > 6101475
200000
295 −×==
s
yd
E
f
 
 
  次に，コンクリートおよび鉄筋の各力を求める．  
kNAET sss 4.15779420000010991
6
1 =×××=′⋅⋅′= −ε   （圧縮）  
 kNAfT scd 3.57219402952 =×=⋅=     （引張）  
 kNBxfkC cd 5.1225100063.978.046.1885.08.0 =××××=⋅⋅⋅=  （圧縮）  
 
  力およびモーメントの釣合い条件から，N’u および Mu を求める．  
 kNTTCNu 6.8103.5724.1575.122521 =−+=−−=′  
 
kNm
dHTHdTxHCM u
2.24370
2
3504.157
2
3502803.572
2
63.978.0
2
3505.1225
222
8.0
2 12
=⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ ×−=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ ′−+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −=
 
  偏心量 e を求める．偏心量 e が 0.30m であり，中立軸 x の仮定は正しい．  
 m
N
M
e
u
u 30.0
6.810
2.243 ==′=  
 
  曲げ耐力 Mu d および軸方向耐力 N’u d を求め，照査を行う．  
 kNm
M
M
b
u
ud 5.21115.1
2.243 === γ  
 kN
N
N
b
u
ud 9.70415.1
6.810 ==′=′ γ  
 1.120.3
1.66
5.211 >==
d
ud
M
M
 OK 
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６．６．４ せん断力に対する検討 
 
 せん断力に対する検討において，ＣＰＣ部材にはケミカルプレストレスが作用
しているため，ＲＣ部材に比べてデコンプレッションモーメントが大きくなる．  
 デコンプレッションモーメントの算定の一例として，Case1 断面⑥について示
す．  
 
（１）条件 
 設計軸力： kNN d 0.282=′  
 部材上縁のケミカルプレストレイン： 610909 −×=′spε  
 部材下縁のケミカルプレストレイン： 610417 −×=spε  
 
（２）設計軸応力 
2/705.0
4001000
282000 mmN
A
N
c
d
N =×=
′=σ  
  
（３）ケミカルプレストレス 
  ａ）鉄筋のケミカルプレストレイン 
( ) ( ) ( ) ( ) 610823
400
7041770400909 −×=×+−×=′+′−=′
H
ddH bu
sp
εεε  
( ) ( ) ( ) ( ) 610503
400
330417330400909 −×=×+−×=+−=
H
ddH bu
sp
εεε  
 
  ｂ）鉄筋の応力 
kNAE ssspsp 7.13079420000010823
6 =×××=′⋅⋅′=′ −εσ  
kNAE ssspsp 2.195194020000010503
6 =×××=⋅⋅= −εσ  
 
  ｃ）ケミカルプレストレス 
2/815.0
4001000
195164130692 mmN
Ac
spsp
cp =×
+=+′= σσσ  
 
（４）デコンプレッションモーメント 
 
( ) ( )
kNm
y
I
M cpN 5.40
2
400
12
4001000815.0705.0
3
0 =
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ ××+
=⋅+= σσ  
なお，普通コンクリートの場合には， σ c p が零であるから，  
( ) ( )
kNm
y
I
M cpN 8.18
2
400
12
4001000705.0
3
0 =
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ ××
=⋅+= σσ  
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（５）設計せん断力 Vyd 
 233 /529.046.1820.020.0 mmNff cdvcd =×=′=  
 319.1330.011 44 === ddβ  
838.0
3301000
1940100100100 333 =××=== db
A
P
w
s
vpβ  
453.1
5.89
5.4011 0 =+=+= dn MMβ  
 kNdbfV bwvcdnpdcd 2163.1/3301000529.0453.1838.0319.1/ =×××××== γβββ  
( )[ ]
( )[ ] kN
zsfAV bssswydwsd
1301.1/
15.1
330150/90cos90sin295253
//cossin
=+×=
+= γαα
 
 kNVVV sdcdyd 346130216 =+=+=  
なお，普通コンクリートの場合は，  
 233 /529.046.1820.020.0 mmNff cdvcd =×=′=  
 319.1330.011 44 === ddβ  
838.0
3301000
1940100100100 333 =××=== db
A
P
w
s
vpβ  
210.1
5.89
8.1811 0 =+=+= dn MMβ  
 kNdbfV bwvcdnpdcd 1803.1/3301000529.0210.1838.0319.1/ =×××××== γβββ  
( )[ ]
( )[ ] kN
zsfAV bssswydwsd
1301.1/
15.1
330150/90cos90sin295253
//cossin
=+×=
+= γαα
 
 kNVVV sdcdyd 310130180 =+=+=  
（６）腹部コンクリートの斜め圧縮破壊耐力 
 2/37.546.1825.125.1 mmNff cdwcd =×=′=  
kN
db
fV
b
w
wcdvwxd 13633.1
330100037.5 =××=⋅= γ  
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 デコンプレッションモーメントを考慮して，せん断力に対する検討を行った結
果をまとめて，表 6-6-6 から表 6-6-8 に示す．いずれの Case と断面においても，
せん断に対する検討の照査を満足した．  
 
 
 
表 6-6-6  Case1 におけるせん断力に対する検討 
頂版  側壁  底版  
 
①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  ⑨  ⑩  ⑪  
B(mm) 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000
H(mm) 350 350 450 500 400 400 400 500 550 450 450
d’(mm) 70 70 170 170 70 70 70 170 170 70 100圧縮
鉄筋 A’s(mm2) 794 1940 1940 1940 1940 794 1940 1940 1940 1940 794
d（mm） 280 280 380 430 330 330 330 430 450 350 380引張
鉄筋 As(mm2) 1940 1940 1940 1940 1940 1940 2342 2342 2342 2342 1940
Aw(mm2) 253 253 253 253 253 253 253 253 253 253 253
s(mm) 150 150 150 150 150 150 150 150 150 150 150
断
面
諸
元  
せん
断補
強筋 α(°) 90 90 90 90 90 90 90 90 90 90 90
Md 
(kNm) 
66.1 -103.6 -168.8 -180.0 -119.6 89.5 -117.6 -194.9 -203.4 -126.3 74.5
Nd 
(kN) 
-223.6 -223.6 -223.6 -260.1 -263.0 -282.0 -300.6 -303.5 -314.2 -314.2 -314.2
設計
断面
力 
Vd 
(kN) 
0.0 199.7 234.9 -211.9 -190.6 -9.3 235.7 279.9 -277.9 -236.2 0.0
M0(kNm) 30.9  34.9  48.0 58.4 44.2 40.5 48.0 63.5  73.4  57.0  49.1 
βd 1.375 1.375 1.274 1.235 1.319 1.319 1.319 1.235 1.221 1.3 1.274
βp 0.885 0.885 0.799 0.767 0.838 0.838 0.892 0.817 0.804 0.875 0.799
βn 1.468 1.336 1.284 1.324 1.369 1.453 1.408 1.326 1.361 1.451 1.66
fvcd(MPa) 0.529 0.529 0.529 0.529 0.529 0.529 0.529 0.529 0.529 0.529 0.529
Vcd(kN) 203.3  185.1  202.0 219.3 203.1 215.5 222.4 233.8  244.6  234.8  261.0 
Vsd(kN) 110.3  110.3  149.7 169.4 130.0 130.0 130.0 169.4  177.3  137.9  149.7 
Vyd(kN) 313.6  295.4  351.7 388.7 333.1 345.5 352.4 403.2  421.8  372.7  410.7 
設計
断面
耐力 
Vwcd(kN) 1156.8  1156.8  1569.9 1776.5 1363.4 1363.4 1363.4 1776.5  1859.1  1446.0  1569.9 
Vyd/Vd - 1.48 1.50 1.83 1.75 37.15 1.49 1.44 1.52 1.58 -
Vwcd/Vd - 5.79 6.68 8.38 7.15 146.6 5.78 6.35 6.69 6.12 -照査 
γi 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1
耐
力
計  
算  
判定 OK OK OK OK OK OK OK OK OK OK OK
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表 6-6-7  Case2 におけるせん断力に対する検討 
頂版  側壁  底版  
 
①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  ⑨  ⑩  ⑪  
B(mm) 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000
H(mm) 350 350 450 500 400 400 400 500 550 450 450
d’(mm) 70 70 170 170 70 70 70 170 170 70 100圧縮
鉄筋 A’s(mm2) 794 1940 1940 1940 1940 794 1940 1940 1940 1940 794
d（mm） 280 280 380 430 330 330 330 430 450 350 380引張
鉄筋 As(mm2) 1940 1940 1940 1940 1940 1940 2342 2342 2342 2342 1940
Aw(mm2) 253 253 253 253 253 253 253 253 253 253 253
s(mm) 150 150 150 150 150 150 150 150 150 150 150
断
面
諸
元  
せん
断補
強筋 α(°) 90 90 90 90 90 90 90 90 90 90 90
Md 
(kNm) 
116.5 -53.2 -118.4 -151.4 -124.9 -21.1 -101.6 -136.0 -107.9 -30.8 170.0
Nd 
(kN) 
-95.0 -95.0 -95.0 -260.1 -263.0 -282.0 -300.6 -303.5 -143.2 -143.2 -143.2
設計
断面
力 
Vd 
(kN) 
0.0 199.7 234.9 -91.5 -84.7 -12.5 103.7 125.9 -277.9 -236.2 0.0
M0(kNm) 23.4 27.4 38.3 58.4 44.2 40.5 48.0 63.5  57.7  44.1  36.3 
βd 1.375 1.375 1.274 1.235 1.319 1.319 1.319 1.235 1.221  1.300  1.274 
βp 0.885 0.885 0.799 0.767 0.838 0.838 0.892 0.817 0.804  0.875  0.799 
βn 1.201 1.514 1.324 1.385 1.354 2 1.472 1.467 1.535  2.000  1.214 
fvcd(MPa) 0.529 0.529 0.529 0.529 0.529 0.529 0.529 0.529 0.529 0.529 0.529
Vcd(kN) 166.3 209.7 208.2 229.4 200.8 296.6 232.5 258.6  275.9  323.7  190.9 
Vsd(kN) 110.31 110.31 149.7 169.4 130.0 130.0 130.0 169.4  177.3  137.9  149.7 
Vyd(kN) 276.6 320.0 357.9 398.8 330.8 426.6 362.5 428.0  453.1  461.6  340.6 
設計
断面
耐力 
Vwcd(kN) 1156.8 1156.8 1569.9 1776.5 1363.4 1363.4 1363.4 1776.5  1859.1  1446.0  1569.9 
Vyd/Vd - 1.60 1.52 4.36 3.91 34.13 3.50 3.40 1.63 1.95 -
Vwcd/Vd - 5.79 6.68 19.42 16.10 109.07 13.15 14.11 6.69 6.12 -照査 
γi 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1
耐
力
計  
算  
判定 OK OK OK OK OK OK OK OK OK OK OK
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表 6-6-8  Case3 におけるせん断力に対する検討 
頂版  側壁  底版  
 
①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  ⑨  ⑩  ⑪  
B(mm) 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000
H(mm) 350 350 450 500 400 400 400 500 550 450 450
d’(mm) 70 70 170 170 70 70 70 170 170 70 100圧縮
鉄筋 A’s(mm2) 794 1940 1940 1940 1940 794 1940 1940 1940 1940 794
d（mm） 280 280 380 430 330 330 330 430 450 350 380引張
鉄筋 As(mm2) 1940 1940 1940 1940 1940 1940 2342 2342 2342 2342 1940
Aw(mm2) 253 253 253 253 253 253 253 253 253 253 253
s(mm) 150 150 150 150 150 150 150 150 150 150 150
断
面
諸
元  
せん
断補
強筋 α(°) 90 90 90 90 90 90 90 90 90 90 90
Md 
(kNm) 
-24.9 -92.8 -118.9 -101.9 -43.7 150.4 -71.2 -150.8 -191.5 -154.6 -58.6
Nd 
(kN) 
-216.0 -216.0 -216.0 -104.9 -107.5 -124.7 -141.5 -144.1 -321.8 -321.8 -321.8
設計
断面
力 
Vd 
(kN) 
0.0 79.9 94.0 -204.3 -183.0 -1.7 243.3 287.5 -132.9 -112.9 0.0
M0(kNm) 30.5  34.4  47.4 45.4 33.8 30.0 37.4 50.2  74.1  57.5  49.7 
βd 1.375  1.375  1.274 1.235 1.319 1.319 1.319 1.235 1.221  1.300  1.274 
βp 0.885  0.885  0.799 0.767 0.838 0.838 0.892 0.817 0.804  0.875  0.799 
βn 2.000  1.371  1.400 1.446 1.774 1.2 1.525 1.333 1.387  1.372  1.848 
fvcd(MPa) 0.529 0.529 0.529 0.529 0.529 0.529 0.529 0.529 0.529 0.529 0.529
Vcd(kN) 277.0  189.8  220.3 239.4 263.0 177.9 240.8 235.0 249.2  222.1  290.7 
Vsd(kN) 110.3  110.3  149.7 169.4 130.0 130.0 130.0 169.4 177.3  137.9  149.7 
Vyd(kN) 387.3  300.2  370.0 408.8 393.1 307.9 370.8 404.4 426.5  359.9  440.4 
設計
断面
耐力 
Vwcd(kN) 1156.8  1156.8  1569.9 1776.5 1363.4 1363.4 1363.4 1776.5  1859.1  1446.0  1569.9 
Vyd/Vd - 3.76 3.94 2.00 2.15 181.14 1.52 1.41  3.21 3.19 -
Vwcd/Vd - 14.48 16.70 8.70 7.45 801.98 5.60 6.18  13.99 12.81 -照査 
γi 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1
耐
力
計  
算  
判定 OK OK OK OK OK OK OK OK OK OK OK
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６．７ 使用性の検討  
 
６．７．１ 設計断面力 
 設計断面力は，６．５で示した永久荷重および変動荷重に対して，骨組解析な
どにより個別に算定した断面力を式（ 6-1）に当てはめ，使用時の設計断面力とす
る．  
 
 rpe SkSS ⋅+= 2       式（ 6-1）  
 
 ここに，  
  Se：永久荷重および変動荷重による使用時の設計断面力  
  Sp：永久荷重による設計断面力  
  Sr：変動荷重による設計断面力  
k2：永久荷重と変動荷重のひび割れ幅と鋼材の腐食に及ぼす影響
度の差を考慮するための係数（ 0.5）  
 
 使用時の設計断面力をとりまとめて，表 6-7-1 に示す．また，それらの分布を
永久荷重と変動荷重に分けて，図 6-7-1 に示す．  
 
 
表 6-7-1 使用時の設計断面力 
使用時の設計断面力  
頂版  側壁  底版   
①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  ⑨  ⑩  ⑪  
Md（kNm） 22.8  -51.9  -80.5 -83.6 -53.6 55.6 -61.4 -106.3  -115.1  -75.0  29.2 
Nd(kN) -108.6  -108.6  -108.6 -115.3 -118.0 -136.1 -153.8 -156.6  -184.2  -184.2  -184.2 Sp 
Vd(kN) 0.0  87.8  103.3 -104.2 -95.5 -5.7 136.2 163.2  -144.2  -122.6  0.0 
Md（kNm） 20.8  -14.2  -27.6 -32.6 -24.5 1.4 -19.1 -26.4  -22.4  -8.9  26.1 
Nd(kN) -31.0  -31.0  -31.0 -53.3 -53.3 -53.3 -53.3 -53.3  -28.8  -28.8  -28.8 Sr  
Vd(kN) 0.0  41.2  48.5 -28.8 -25.2 -1.1 22.4 26.1  -48.5  -41.2  0.0 
Md（kNm） 33.2  -59.0  -94.4 -99.9 -65.9 56.3 -71.0 -119.5  -126.3  -79.5  42.2 
Nd(kN) -124.1  -124.1  -124.1 -141.9 -144.7 -162.8 -180.5 -183.2  -198.7  -198.7  -198.7 Se  
Vd(kN) 0.0  108.4  127.6 -118.6 -108.1 -6.2 147.4 176.2  -168.5  -143.2  0.0 
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曲げモーメント図 
  
 
軸方向力図 
  
 
 
せん断力図 
  
永久荷重 変動荷重 
 
図 6-7-1 使用時の設計断面力 
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６．７．２ 曲げひび割れ幅の算定および照査 
 
（１）曲げひび割れ幅の算定 
 頂版②の断面において，設計断面力が作用したときの断面の模式図を図 6-7-2
に示す．初期状態は，外力が加わる前のケミカルプレストレスの釣合い状態であ
る．また，外力が作用することで，力の釣合い状態が変わる．  
 頂版②における曲げひび割れ幅の試算例を示す．なお，外力によって圧縮縁に
生じたひずみを 173×10- 6，中立軸の位置を 170mm と仮定した．また，頂版②に
おけるケミカルプレストレインは， 482×10- 6 である．  
 
ａ）初期状態 
 コンクリートのケミカルプレストレス σ c p は，力の釣合い条件より以下となる．  
 
2
66
00
/069.1
3501000
194020000010482194020000010482
mmN
A
AEAE
c
ssssss
cp
=
×
×××+×××=
⋅⋅+′⋅⋅′=
−−
εεσ
 
482×10-6
初期状態 外力 力の釣合い状態
482×10-6
53×10-6 173×10-6
102×10-6
112×10-6
x=170㎜
226×10-6
380×10-6
xt=222㎜
594×10-6
y
εc
 
a) ひずみ 
 
N=122kN
147kN
230kN
499kN
187kN
187kN
374kN
40kN
43kN
初期状態 外力 力の釣合い状態
M=59kNm
 
b) 応力 
 
図 6-7-2 設計断面力作用時のひずみ分布と応力分布 
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 コンクリートの初期ひずみ ε c p は，式（ 4-14）より，以下を得る．  
 069.1
20002000
22485.02
22
00
=
⎪⎭
⎪⎬
⎫
⎪⎩
⎪⎨
⎧
⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛−⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛××=
⎪⎭
⎪⎬
⎫
⎪⎩
⎪⎨
⎧
⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛−⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛⋅= cpcpcpcpcdcp fk
εε
ε
ε
ε
εσ  
 61053 −×=∴ cpε  
 鉄筋のケミカルプレストレインは 482×10- 6 であることから，鉄筋に作用してい
る力は，次の通りとなる．  
 kNAETT ssspss 187194020000010482
6
00 =×××=⋅⋅==′ −ε  
 
ｂ）外力によるひずみ 
圧縮縁からの距離を h とすれば，外力によるひずみε c は，  
 173018.1173
170
170 −=−×⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −=⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −= hh
x
hx
cuc εε  
 
 外力による鉄筋のひずみの変化量は，  
 610102173
170
70170 −×−=−×⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −=⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ ′−=′ cus x
dx εε  
 610112173
170
280170 −×=−×⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −=⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −= cus x
dx εε  
 
ｃ）ひずみの合成 
 初期状態のひずみに対して，外力によるひずみを足し合わせる．  
 ここで，外力とケミカルプレストレスによって，引張力を受ける位置 xt は，  
 0=+⎟⎟⎠
⎞⎜⎜⎝
⎛ −
cpcu
t
x
xx εε  
 mmxx
cu
cp
t 2.2221701173
1.531 =×⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ +=⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛ +=∴ ε
ε
 
 
ｄ）力の釣合い条件 
kNAETT ssss 147194020000010102187
6
01 =×××−=′⋅⋅′−′= −ε  
 
 kNAETT ssss 230194020000010112187
6
02 =×××+=⋅⋅+= −ε  
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d
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2
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2
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 以上より，仮定は正しい．  
 
ｅ）主鉄筋の応力 
 26 /4.2220000010112 mmNEsss =××=⋅= −εσ  
 
ｆ）曲げひび割れ幅の算定 
 曲げひび割れ幅の算定式より，  
 
( ){ }
( ){ }
mm
E
cckkkw csd
s
se
s
095.0
10150
200000
4.225.171257.045.6040.1041.10.11.1
7.041.1
6
321
=
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ×+−×+×××××=
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ′+−+⋅⋅⋅=
−
εσφ
 
 
ｇ）照査 
 OK
w
wa 0.118.3
095.0
302.0 >==  
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（２）曲げひび割れ幅の照査 
 算定された使用時の設計断面力を基に，主筋のひずみを算出し，曲げひび割れ
幅に対する検討を行った結果をとりまとめて，表 6-7-2 に示す．いずれの断面に
おいても，曲げひび割れ幅は，許容ひび割れ幅以下であった．  
 
 
表 6-7-2 使用時の検討 
使用時の検討  
頂版  側壁  底版   
①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  ⑨  ⑩  ⑪  
B(mm) 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000
H(mm) 350 350 450 500 400 400 400 500 550 450 450
d’（mm） 70 70 170 170 70 70 70 170 170 70 100圧縮
鉄筋 A’s(mm2) 794 1940 1940 1940 1940 794 1940 1940 1940 1940 794
d（mm） 280 280 380 430 330 330 330 430 450 350 380
As(mm2) 1940 1940 1940 1940 1940 1940 2342 2342 2342 2342 1940
c(mm) 60.45 60.45 60.45 60.45 60.45 60.45 58.9 58.9 88.9 88.9 60.45
cs(mm) 125 125 125 125 125 125 125 125 125 125 125
 
引張
鉄筋 
φ(mm) 17.5 17.5 17.5 17.5 17.5 17.5 19.05 19.05 19.05 19.05 17.5
εu 
(×10-6) 
848 482 808 797 515 909 532 821 770 514 1060
εb 
(×10-6) 
384 482 363 414 515 417 452 363 427 526 402
膨張
ひず
み 
εsp 
(×10-6) 
480 482 432 467 515 503 466 427 489 523 505
Md
（kNm） 
33.2  -59.0  -94.4 -99.9 -65.9 56.3 -71.0 -119.5  -126.3  -79.5  42.2 
Nd 
(kN) 
-124.1  -124.1  -124.1 -141.9 -144.7 -162.8 -180.5 -183.2  -198.7  -198.7  -198.7 
k1 1.000  1.000  1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000  1.000  1.000  1.000 
k2 1.041  1.041  1.041 1.041 1.041 1.041 1.041 1.041  1.041  1.041  1.041 
k3 1.000  1.000  1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000  1.000  1.000  1.000 
εcsd 
(×10-6) 
150 150 150 150 150 150 150 150 150 150 150
σse 
(MPa) 
5.4 22.4 24.2 18.4 16.5 9.5 14.9 22.6 17.1 11.2 3.7
w(㎜) 0.064 0.095 0.098 0.088 0.084 0.072 0.08 0.093 0.116 0.101 0.061
ひび
割れ
幅の
算定 
wa(mm) 0.302 0.302 0.302 0.302 0.302 0.302 0.295 0.295 0.445 0.445 0.302
wa/w 4.72  3.18  3.08 3.43 3.60 4.19 3.69 3.17  3.84  4.41  4.95 
ひ
び
割
れ
幅
の
検
討  
照査 
判定 OK OK OK OK OK OK OK OK OK OK OK
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（３）普通コンクリートの場合 
 普通コンクリートを用いた場合のひび割れ幅を表 6-7-3 に示す．また，図 6-7-3
に，普通コンクリートと膨張コンクリートとのひび割れ幅を比較したものを示す．
本設計例においては，普通コンクリートを用いた場合においても，ひび割れ幅は，
許容ひび割れ幅以下であるが，膨張コンクリートとすることで，使用時のひび割
れ幅を 0.1mm 程度以下に制御することが可能である．  
 
 
表 6-7-3 普通コンクリートの場合 
使用時の検討  
頂版  側壁  底版   
①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  ⑨  ⑩  ⑪  
Md
（kNm） 
33.2  -59.0  -94.4 -99.9 -65.9 56.3 -71.0 -119.5  -126.3  -79.5  42.2 
Nd 
(kN) 
-124.1  -124.1  -124.1 -141.9 -144.7 -162.8 -180.5 -183.2  -198.7  -198.7  -198.7 
k1 1.000  1.000  1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000  1.000  1.000  1.000 
k2 1.041  1.041  1.041 1.041 1.041 1.041 1.041 1.041  1.041  1.041  1.041 
k3 1.000  1.000  1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000  1.000  1.000  1.000 
εcsd 
(×10-6) 
150 150 150 150 150 150 150 150 150 150 150
σse 
(MPa) 
36.8 89.9 104.7 93.9 78.0 56.9 66.0 93.3  89.0 63.9 18.9
w(㎜) 0.121 0.218 0.244 0.225 0.196 0.158 0.170 0.219 0.293 0.231 0.089
ひび
割れ
幅の
算定 
wa(mm) 0.302 0.302 0.302 0.302 0.302 0.302 0.295 0.295 0.445 0.445 0.302
wa/w 2.50  1.39  1.24 1.34 1.54 1.91 1.74 1.35  1.52  1.93  3.39 
ひ
び
割
れ
幅
の
検
討  
照査 
判定 OK OK OK OK OK OK OK OK OK OK OK
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CPC
 
図 6-7-3 ＲＣ部材とＣＰＣ部材との比較 
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６．７．３ 構造配筋図 
 主鉄筋の配置図の一例を図 6-7-4 に示す．なお，一般構造細目および定着につ
いては割愛する．  
 
 
 
 
図 6-7-4 主鉄筋の組立図 
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第７章 結論  
 
 膨張材は，コンクリート構造物に化学的に体積変化を与える混和材であり，こ
れを混和した膨張コンクリートは，コンクリート構造物のひび割れの抑制あるい
はひび割れの制御に優れた材料であることは，これまでの施工実績からも明らか
である．一方，膨張コンクリートの力学的挙動については，多くの研究がなされ
てきたが，すべてが解明できているわけではなく，未知な部分が多いのも事実で
あり，これが膨張コンクリートの研究開発の魅力の一つでもある．  
 本論文では，膨張コンクリートの大きな特徴であるひび割れ幅の制御を，性能
照査型の設計形態に反映させることを目的として，仕事量一定則に基づき，ケミ
カルプレストレスおよびケミカルプレストレインを評価し，これを積層モデルに
考慮することで，膨張コンクリートの力学的挙動を限界状態設計法として設計に
反映させる手法について提案した．  
 以下に得られた結果を要約するとともに，今後の課題を併記して本論文の結論
とする．  
 
 第２章において，ＣＰＣ部材の断面耐力あるいは断面応力度を算定するに際し
て，仕事量一定則に基づき，部材断面のケミカルプレストレスおよびケミカルプ
レストレインの分布を推定する手法を述べた．そして，以下の結論を得た．  
（１）膨張コンクリートによるケミカルプレストレスおよびケミカルプレストレ
インは，拘束の影響が著しく大きくない範囲では，仕事量一定則に基づき，
ＣＰＣ部材の断面において，これらを定量的に推定できる．  
（２）拘束鉄筋比が２％を超えるような場合において，仕事量一定則により算出
したケミカルプレストレスは，実測値を過大に評価する傾向にある．  
（３）鉄筋比が極端に小さい場合や単鉄筋断面の場合では，仕事量一定則が適用
できない場合がある．  
 
 第３章において，膨張コンクリートの仕事量一定則を，膨張材の粒子レベルか
ら，考察し，膨張材の粒子が及ぼす長さ変化率の影響について，実験的に検討し，
以下の結論を得た．  
（１）膨張材の粒子が大きいものほど，膨張量が大きくなる．しかしながら，ア
ウイン石灰複合系の膨張材に比べて水和活性の低いエトリンガイト系の
膨張材は，大きい粒子の膨張の発現が遅れる．  
（２）膨張材の長さ変化率は，構成する膨張材粒子の個数と表面積で整理するこ
とが可能である．  
（３）膨張材の粗い粒子を除去することで，長さ変化率は小さくなる．また，微
粒子を除去することで，長さ変化率は反対に大きくなる．  
（４）膨張材の微粒子を除去し，粒度分布の範囲を狭くすることで，大きな膨張
率を生じさせる膨張材を得ることができる．  
（５）エトリンガイト系の膨張材の粗粒子を利用することで，ケミカルプレスト
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レスおよびケミカルプレストレインをより効果的に活用することができ
る．  
 
 第４章において，ＣＰＣ部材の限界状態設計法への適用を目的として，部材断
面を微小要素に分割した積層モデルによる断面耐力および断面応力度の算定手法
を提案し，ＣＰＣ部材の安全性の検討を行い，以下の結論を得た．  
（１）膨張材の効果を仕事量一定則により，ケミカルプレストレスおよびケミカ
ルプレストレインとして，積層モデルに採り入れることができる．  
（２）ＣＰＣ部材の応力とひずみの関係において，仕事量一定則により得られた
ケミカルプレストレスおよびケミカルプレストレインは，それらの分だけ
応力ひずみ曲線の原点を移動させることにより，これらを考慮することが
できる．  
（３）曲げモーメントを受けるＣＰＣ部材の曲げ引張耐力は，鋼材の降伏による
影響が大きく，膨張材によるケミカルプレストレスあるいはケミカルプレ
ストレインの及ぼす影響は小さい．また，曲げモーメントと軸方向力とを
受けるＣＰＣ部材においても，終局時の相互作用図は，ＲＣ部材と同程度
であることから，終局耐力の検討は，ＲＣ部材と同様として良い．  
（４）曲げモーメントとせん断力を受けるＣＰＣ部材の終局時のせん断耐力は，
ＣＰＣ部材の軸方向にケミカルプレストレスが作用することで，デコプレ
ッションモーメントが大きくなり，コンクリートの受け持つせん断耐力が
大きくなる．また，これを適切に評価することで，せん断耐力を算定する
ことができる．  
（５）構造体レベルにおける提案したモデルの検証を目的として，ボックスカル
バートを対象として載荷実験を実施した結果，部材レベルと同様に，外力
に対する引張鉄筋のひずみは，ケミカルプレストレインの分だけ，小さく
できることが確認された．  
（６）ラーメン構造の隅角部における構造拘束の影響を，片持ちはりによる簡易
モデルを用いて，仕事量一定則に適用した結果，構造拘束の影響を再現す
るには至らなかったが，適切なモデルを選択することで，構造拘束を考慮
した仕事量一定則に拡張できることが示唆された．  
 
 第５章において，膨張コンクリートの挙動が使用時の設計に及ぼす影響を，ひ
び割れ幅の制御の観点から述べ，以下の結論を得た．  
（１）ＣＰＣ部材は，ＲＣ部材に比べて，ケミカルプレストレスの分だけ，ひび
割れ発生時の曲げモーメントが大きくなる．また，ひび割れが発生した場
合には，引張鋼材に作用するケミカルプレストレインの分だけ，ひび割れ
幅が小さくなる．すなわち，使用性の照査において，膨張材の使用による
ケミカルプレストレインがひび割れ幅に及ぼす影響は大きく，これを考慮
することで，膨張材によるひび割れを定量的に制御することが可能である． 
（２）膨張コンクリートの利用によってひび割れ幅を制御することは，塩化物イ
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オンの侵入による鋼材腐食を遅らせることも可能である．  
（３）膨張コンクリートは，構造物の設計を大きく変えることなく，ひび割れあ
るいはひび割れ幅の制御を効果的に実施することが可能である．  
 
 第６章において，膨張コンクリートを用いたボックスカルバートの設計例を提
示した．  
 
 鉄筋コンクリートは，コンクリートと鋼材とが互いの利点を生かし，また，互
いの欠点を補完する理想的な複合材料である．一方，鉄筋コンクリートは，美観
を除けば，ひび割れを許容する材料である．しかし，ひび割れが進行し，許容範
囲を超えた場合には，鉄筋コンクリート構造物としての機能がすぐに低下するこ
とはないが，鉄筋の腐食が発生するなど，耐久性の低下を引き起こす原因となる．  
 性能照査型の設計形態になった今日では，鉄筋コンクリート構造物の施工から
供用期間，さらには取り壊すまでのライフサイクルマネジメントを考慮した大き
な設計形態の確立が次の段階である．特に，供用期間中のコンクリート構造物の
維持管理は，極めて重要である．  
膨張コンクリートの効果について，これを定量的に評価し，一般化したものは
少なく，設計段階で膨張材を採用するケースは稀であった．多くは，施工業者の
提案によって採用された．日本コンクリート工学協会主催の｢膨張コンクリートに
よる構造物の高機能化 /高耐久化研究委員会｣が行ったアンケート調査によれば，
膨張コンクリートを採用しようとして断念した理由として，①コストアップ，②
定量評価できないと回答している．これら２つの要因は相互に関わり，膨張コン
クリートの対費用効果を表現することができないことの現れでもある．一方，本
アンケート調査では，膨張コンクリートの効果について「十分効果あり」あるい
は「少し効果あり」と８７％の回答を得ている．すなわち，膨張コンクリートに
は何らかの効果があると認識されている．これらの回答を受け，本調査結果では，
膨張コンクリートの定量的な評価方法の確立を最大の課題として挙げている．  
本論文では，膨張コンクリートの効果を適切に評価し，設計に採り入れる方法
を提案した．提案した方法は，設計段階において，膨張コンクリートによるひび
割れ抑制あるいはひび割れ制御を適切に評価でき，ライフサイクルマネジメント
の観点から，設計段階で膨張コンクリートの効果を採り入れることも可能である． 
 膨張コンクリートは，その体積変化を拘束する拘束体があって，その効果を発
揮する．拘束体があれば良いわけではなく，膨張による体積変化を十分に発揮さ
せるための入念な施工が重要である．コンクリートは「正直者」である．施工の
不足や養生が不十分であれば，後の耐久性に大きく影響する．膨張コンクリート
も例外ではない．膨張材は，コンクリートの性能を高め，コンクリートの持って
いる能力を引き出すための混和材であって，手抜きをするための混和材ではない．
入念に施工管理をすることで，期待以上の性能を発揮する．工程の関係から養生
を途中で止め，極端な場合には養生をしないで使用していることも現実である．  
 膨張コンクリートは，適切に使用することで，社会資本により良いコンクリー
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ト構造物を提供できる材料であると信じており，そのような材料であってほしい．
膨張コンクリートの効果については，すべてが定量的に評価できたわけではない
が，本手法により膨張コンクリートが広く普及し，社会資本に貢献できることを
期待する．  
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